第3セクターの概念と定義 by 出井, 信夫
第３セクターの概念と定義
出 井 信 夫
はじめに
本論文は、『博士（経済学、論文博士）学位論文』（２００５年３月、中央大学）『第３セクターの経営
実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の全１３章のうち、「序
章から第４章」の論文である。
博士学位論文は、直ちに、著書として刊行するには大部なため、諸般の事情で困難である。した
がって、当面の間は、『博士学位論文』を、『本学紀要』に、数回に分けて掲載することにしたわけ
である。
ちなみに、『博士学位論文』の要旨については、『人文学部紀要１７号』に掲載している。参照され
たい。
『博士学位論文』の執筆にあたっては、指導教授金田昌司先生をはじめ、論文の審査委員として
指導を受けた塩見英治教授、石川利治教授、田中拓男教授の諸先生、第３セクター研究学会会員の
諸先生、また新潟産業大学経済学部および人文学部の諸先生および職員諸兄より、多くの有益な示
唆、ご指導、ご協力をいただいた賜物であると、記して深く感謝する次第である。
序章　研究目的
Ⅰ　自治体の都市・地域政策と地域公共財・サービスの提供
近年、自治体に対する行財政需要の特徴をみると、多様化・高質化する傾向にある。
自治体に要請される事業・業務・サービス提供の性格を鑑みると、従来みられたような「地方公
営企業法」に基づくガス、水道、病院、交通などに代表される住民生活の基礎的・日常的サービス
の提供については一定水準で充足されたことに伴い、図書館・コミュニティホール等にレストラ
ンなどの利便性施設を併設した例、日帰り温泉保養施設等とディケアセンターなどを併設した例
などにみられるように健康・保健・福祉・コミュニティ活動・社会活動などの支援や促進を図る目
的で整備された「複合・多機能型公共公益施設」、またこれらの「公共公益施設」に加えて、さら
に「民間商業・利便性施設」を一体的・計画的・総合的に整備した「公共公益施設に民間商業・利
便性施設を合築化した複合多機能施設」、すなわち、「公民の連携施設」の整備など、多種多様で広
範な公共公益施設整備とその施設整備に伴うサービスとして、「地域公共財・サービス（施設の提供
やサービスの提供など）」の提供が促進される傾向にある。
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Ⅱ　公民連携事業としての第３セクター方式の増加
このような背景のもと、近年、基礎的自治体である市町村の行財政運営においては、自治体と民
間企業、また都市・地域住民等との協力や公共と民間との共同出捐・共同出資によって設立・運営
される、いわゆる「第３セクター」方式と呼ばれる、「公私協力」「事業連携」「事業協働」方式によ
る公共公益サービスの提供およびその事業化が注目されてきた。
その理由については、主として、次の４つの観点があげられる。すなわち、①公共性の担保や保
持、あるいは行政補完的・行政支援的な業務など業務性格の観点、②事業の独立性や一定の収益性
の確保、経営の効率性の観点、③公共性と収益性の両面の特性を併せ持つ分野の事業を推進する自
立的・独立的な組織（自治体の独立行政法人）の観点、④民間企業や民間団体、また都市・地域住
民の協力・支援連携・協働を得る観点からである。
総務省自治財政局地域企業経営企画室が、２００３年（平成１５年）３月２７日に、２００２年（平成１４年）
１月１日現在で調査した最新の地方公社の設立状況について、報道資料として「第三セクター等の
状況に関する調査結果」を発表した。
今回の調査における対象法人は、２０００年度（平成１２年度）から実施されている「第三セクター
等の状況に関する調査」（調査対象法人は自治体の出資比率が２５％以上の商法法人・民法法人の経営
実態調査）に加え、これまで３年に１度実施されている「地方公社等に関する調査」（調査対象法
人は自治体が出資している商法法人・民法法人および地方住宅供給公社、地方道路公社および土地
開発公社）が併せて実施されたものが発表された。
２００２年（平成１４年）１月１日調査の地方公社の設立状況は、地方公社総数１０，１５９公社を「法人別」
にみると、民法法人は４，７６９公社で、そのうち①財団法人は４，２４３公社、②社団法人は５２６公社であ
る。また商法法人は３，７０７公社で、うち①株式会社は３，４２２社、②有限会社は２８５社である。土地開
発公社や住宅供給公社等の特別法人である地方三公社は１，６８３公社である。
今回の調査では、前回１９９９年（平成１１年）調査に比べ２４法人、０．２％増加している。
①前々回調査と前回調査、また②前回調査と今回調査の増加数および増加割合を比べると、前者
に比べ後者の増加数・増加割合は大幅に減少していることが特徴的である。
ちなみに、２００２年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地方公社総数１０，１５９公社のうち、
６，０１８法人、５９．２％に達すると推計される。
第３セクターは、近年、増加数は減少傾向にはあるが、依然、漸次増加する傾向にある。
Ⅲ　多彩な第３セクター事業の展開と増加の背景
旧自治省の「地方公社の調べ」には、各調査年時の地方公社・第３セクターの事業分野の詳細な
統計資料が掲載されている。しかしながらこの調査では、本来の経営内容や事業実態を表す業務内
容や経営状況などについては、残念ながら的確に把握されてはいない。
数々の経営実態調査や数多くの現地踏査・視察をしてきた小職の知見によれば、自治体出資法人
の第３セクターの事業内容や業務内容は、第３セクター事業全体からみれば、マスコミなど一般に
認識されているほど、「リゾート開発」「テーマパーク」「大規模開発」などの事業事例が極端に多い
わけではない。
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とりわけ、中間山地域など条件不利地域における自治体で設立・運営されている第３セクター事
業の経営実態をみると、「公共公益複合多機能型施設などの管理運営」「温泉施設・宿泊施設などの
管理運営」「地場産業振興センター・特産品開発・物産センター施設などの管理運営」「博物館・郷
土資料館・展示館施設などの管理運営」などのように「公共公益施設などの管理運営事業」「地方鉄
道（旧国鉄の特定交通線＝赤字路線の転換など）の運営」「教育・文化・民俗伝承芸能の振興」「社
会福祉の拡充」「観光・レクリェーション施設などの管理運営」事業など、事業内容や業務内容は多
種多様な事業・業務分野にわたる。
これらの第３セクター方式が増加した背景をみると、一般に市区町村などの自治体では、公共公
益施設を整備する際の資金調達を国や都道府県からの補助金と自治体の一般財源および地方債によ
り賄われる場合が多い。
したがって、公共公益施設の整備は自治体が行ない、その管理運営業務は自治体の直営によるよ
りも経費の縮減と柔軟な自主的運営が期待できる第３セクター（自治体の出資法人である）を設立
して、管理運営業務を委託するケースが増加してきたわけである。
すなわち、施設整備については、一般に、「施設整備は自治体が単独事業として実施」する。その
際の施設整備の財源については、一般財源と地方債（地域総合整備事業債などが適用された事業で
は、地方債償還に際してはその一部を地方交付税により補填されるという優遇特例措置がある）を
中心とした資金調達により賄われる。
このように、「整備された施設の管理運営業務を自治体より業務委託された自治体出資の第３セ
クターが行う」という、いわゆる、「公設民営型第３セクター」と呼ばれる例が多い。
このような「公設民営型の第３セクター」の例では、経営的に大きな失敗をしたケースは寡聞に
して聞かない。また、これらの第３セクター事業では、一般に地域の経済団体や民間企業等による
出捐・出資や民間企業から経営ノウハウを積極的に受け入れ、自治体職員の出向・派遣などに頼る
ことなく（行政経費節減効果）、Ｕターン、Ｊターン、Ｉターン等による民間出身を適材適所に積極的
に採用・雇用する（雇用効果の創出、流失人口の防止）などにより地域活性化や地域振興（地域物
産品の購買力効果、地域生産額の効果、交流人口の増加などによる所得効果）のシンボル的な機能
や役割を果たす施設である（イメージ効果）と評価される場合が多々ある。
偏見や先入観をもたず、実態に即し第３セクターの事業を正当に評価する必要がある。
Ⅳ　第３セクター方式の成功と失敗、その実態
近年のバブル経済崩壊後の社会経済環境の構造変化に伴い、自治体出資の第３セクターも例外に
もれず厳しい経営を強いられ、中には事業破綻あるいは経営赤字による法人の解散や特別清算など
に陥るケースが散見される。第３セクターがマスコミ等で取り上げられ話題となる場合は、概ね経
営破綻による法人の解散や特別清算などによる場合が多い。
マスコミなどで、典型的な第３セクターの失敗例と紹介される「リゾート開発」「テーマパーク」
「工業開発や臨海開発などの大規模開発」などの第３セクター法人は、地方公社・第３セクターの
設立法人総数１０，１３５（１９９９年１月１日現在の調査、地方三公社、財団法人など民法法人も含める）
法人全体からみればごく一部でしかない。
第３セクターの典型的な失敗例としてよくあげられる「むつ小川原開発」「苫小牧東部開発」「シー
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ガイア」「秋田木造住宅」や東京都・大阪府の港湾開発などに関連した第３セクターなど大規模開発
事業は、法人全体の事業内容からみれば極めて特殊なケースである。
マスコミでは、これらの一部の失敗例をみて、７～８割は経営赤字である。あるいは、第３セク
ターの経営は、全てダメであると無責任に論評される。マスコミなどの報道によれば、第３セク
ター方式による事業はほとんどが失敗で、成功している例はほとんどないとされている。典型的な
失敗例として、「リゾート開発」「テーマパーク」「工業開発」の例や臨海開発事業など大規模開発事
業の失敗例が仰々しく喧伝される。
これらの失敗例は、第３セクター全体の業務分野、事業活動からみると、全く異例の事業分野で
あるといっても過言ではない。全国的に詳細な経営実態調査等が行われていないため不明である
が、巨額な経営赤字が生じ法人の存立が直ちに危ぶまれる第３セクターの数は、それほど多くはな
い。
それらの失敗例を詳細に分析すると、典型的な失敗例とされる「リゾート開発事業」「テーマパー
ク事業」などの事業分野における第３セクターの設立状況は、地方公社・第３セクター事業全体か
らすれば、一般に認識されているほど設立件数は少ない。
また、マスコミなどの多くは、正確な調査や経営分析をせずに、第３セクター事業の多くは「リ
ゾート開発」「テーマパーク」などのように失敗するケースが大半である、との先入観や憶測のまま
に論評されることが多いが、不正確な論評は極めて遺憾である。
一般に、第３セクター経営は厳しい状況にあることについては、筆者も否定するものではない。
しかしながら、赤字法人の割合や経営危機・経営破綻の状態にある第３セクターはマスコミが不用
意に煽るほど多くはない、と筆者は常々主張してきた。
ちなみに、１９９９年（平成１１年）１２月２７日、旧自治省より、初めて、第３セクターの経営実態に関
する調査が全国的に実施（同年７月１日現在の調査）され、その調査結果の概要が公表された。
この旧自治省財政局の経営実態調査によれば、特徴として、次の２点があげられる。
①商法法人総数は３，４７５法人あるが、その中で「営業損失」「経常損失」「当期損失」「次期繰越損
失」のいずれかに損失を計上している法人は２，２０４法人（全体の６３．４％）である。
このうち、一般に、経営赤字といわれる法人、すなわち、経常損益に損失を計上している法人は
１，４３６法人（同４１．３％）、また当期損益に損失を計上している法人は１，４１７法人（同４０．８％）にすぎな
い。
一方、②民法法人総数は４，９２０法人であるが、その中で「当期収支差額」「次期繰越収支差額」「当
期正味財産減少額」のいずれかに赤字を計上している法人は１，７５１法人（全体の３５．６％）である。同
様に、一般に単年度の経営状態が赤字法人と呼ばれる法人、すなわち、当期収支差額に損失を計上
している赤字法人は１，３５２法人（同２７．５％）にすぎない。
第３セクターの定義は商法法人だけに限定するのか、民法法人を含めて捉えるのか、また赤字法
人とは単年度の経営状態が赤字である法人だけを指すのか、つまり経常損益に損失を計上している
法人を指すのか、あるいは累積損益に損失を計上している法人までを含めて捉えるのかについて
は、論者により見解の相違はあろう。
旧自治省の調査をみるかぎりでは、単年度の経常損益に損失を計上している法人、すなわち、経
営赤字法人は商法法人の場合１，４１７法人、民法法人の場合１，３５２法人と、それぞれ全体の３～４割、
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両者の合計を併せても赤字法人の割合は４割にすぎない。半数にも満たないわけである（赤字法人
は２，７６９法人で、全法人８，３９５の３２．９％である）。
したがって、経営赤字法人の約半数の残り法人は、一般的な経営指標の見方からすれば、経営的
に黒字であることは明瞭である。
さらに、２００１年（平成１３年）１２月２１日、「第３セクターの状況に関する調査結果が総務省自治財務
局より発表されたが、前回の調査結果と同様に、２５％以上の自治体出資法人６，７９１法人のうち黒字法
人は６５％に達する。
それに対して、一般の民間企業の黒字法人の割合は、１９９８年度は３２．７％にすぎない。
２００３年（平成１５年）３月末にも同様の調査結果が発表されたが、ほぼ同様の傾向である。
このように、総務省の調査結果から、「第３セクターの大半は赤字法人である」と、巷間いわれて
いることは、根拠のない推論にすぎないことがよくわかるデータである。
ただし、経営的に問題がある第３セクターや法人の解散や特別清算を余儀なくされたケースが増
加する傾向にあること、また経営安定化を図るための出資自治体からの金銭的・人的支援措置につ
いて、議会の承認が得られずに問題解決が遅れ、あるいは住民監査請求や住民訴訟等が提起される
など、補助金支出問題や自治体職員の出向派遣問題が大きな問題となるケースが発生していること
については、筆者も否定するものではない。
このように経営的に問題が生じている第３セクターは、そもそも法人設立の計画や事業実施計画
および収支計画見通しなどが曖昧のままに、安易に設立された法人に多くみられる傾向である。第
３セクターの経営危機については、社会経済環境の著しい変化に伴って当初の予期せぬ事態が生じ
たことも経営悪化要因としてあげられるが、法人設立の当初段階における地域政策との整合性、資
金調達、事業計画、事業収支見通し、経営赤字対策などの観点より十分に検討されないことに起因
する。
したがって、第３セクターを設立運営するに際しては、経営情報の開示、経営状況の公開など、
当該自治体、当該自治体の関係者および当該自治体の住民などに対して積極的に情報公開をする必
要がある。
Ⅴ　第３セクター研究の嚆矢（こうし）と第３セクター研究学会の設立
このように第３セクター方式やその事業に対する関心が高まる中で、１０数年前に、筆者が編著者
として執筆した『第３セクターの事業化と運営実態調査資料集』（綜合ユニコム、１９８８年９月）およ
び『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、１９９０年１０月）の両著は、第３セクターの設立の歴史
的背景から実際に事業展開されている事業分野、また地域振興整備・地域活性化政策に基づいて設
立された第３セクターのユニークな事例など、地域の振興や地域の活性化の観点よりとりまとめた
第３セクターに関する入門書、また同時に、民間企業側の経営多角戦略の一つの方向として第３セ
クター事業が注目された観点より捉えとりまとめたものである。
その後、これらの研究動向や研究活動を踏まえ、中央大学経済学部金田昌司と筆者を中心に、都
市・地域政策研究の一環として第３セクターに関する研究を学際的、体系的、理論・実務的な観点
より研究するため、「第３セクター研究学会」が１９９３年（平成５年）７月１５日に設立され、以後、今
日に至るまで多彩な観点より研究活動が展開されてきた。
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Ⅵ　公民連携・協働（ＰＰＰ）の新たな潮流とＰＦＩ、ＮＰＯの台頭
このような第３セクターの失敗に対する批判や問題を解決する方法として、また公共事業推進に
おける新たな「公民連携・協働」「ＰＰＰ」（ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）方式の一つとして、
「ＰＦＩ」（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ）事業手法が注目されている。
周知のとおり、ＰＦＩ事業手法は、イギリスやアメリカなどの欧米諸国において進められてきた事
業手法で、民間資金の活用と民間のリスク負担を前提として公共事業の効率的な推進を図るために
導入された事業手法である。
わが国のＰＦＩは、議員立法により「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する
法律」として、１９９９年（平成１１年）７月第１４５国会で可決成立し、施行された。ＰＦＩ事業は、現在多
くの自治体で事業手法および事業案件が、さまざまな観点より検討されている。現段階では、法律
が先行的に成立して施行されたため、まだ具体的な案件として実施されたものは少ないが、今後は、
公共事業の効率化を推進するための事業手法として期待されている。
とりわけ、一般廃棄物処理施設・家電製品などのリサイクルや資源回収型施設・産業廃棄物のリ
サイクル・資源回収型施設などの施設整備や管理運営、また風力・太陽熱・地熱などの自然現象を
利用したクリーンエネルギーなどエネルギー関連施設整備やその管理運営など、自治体の行政施策
の中でも民間企業や団体等との連携・協働化が必要とされる事業分野においては、典型的なＰＦＩ事
業手法の適用例は増加するものと期待されている。
ただし、わが国のＰＦＩ事業法の導入段階で議論された中には、無条件で歓迎されない事態も生ず
る懸念がある。その一つは、景気対策にＰＦＩを活用しようとする発想で、これでは全く趣旨が逆に
なる。また、国・自治体の公共側の規制緩和が進まないため、十分な成果が上げられない場面も予
想される。試行錯誤はあろうが、国から自治体へと地方分権の流れる方向と同様に、公共事業を推
進するに際し、民間経営的視点からの事業推進の流れは一層加速されることに変りはない。これら
ＰＦＩ事業手法に関する文献については、ＰＦＩ法案の作成の際には、多数上梓された。参照されたい。
一方、社会福祉の充実を図る担い手や地域活性化組織として、近年急速に関心を高め注目されて
いる団体に「ＮＰＯ」（ＮｏｎｐｒｏｆｉｔＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）、非営利組織がある。
わが国のＮＰＯは、議員立法により「特定非営利活動促進法」として、１９９８年（平成１０年）１０月第
１４２国会で可決成立し、同年１２月１日施行された。現状の閉塞的な地域社会の打開方策の一つとし
て注目され、各地で設立される傾向にある。現在、設立された法人数は、１万４千法人に達する。
ＮＰＯに対しては、自治体のみならず民間企業側からも、今後の活動や活動特性などが注目され、
事業面でもＮＰＯとの連携協力などが期待されている。いわゆる、ＮＰＯは「コミュニティ・ビジネス」
「スモール・ビジネス」「コミュニティ・プロジェクト」の有力なパートナーとして位置づけられる
可能性が期待されているわけである。
ただし、わが国のＮＰＯの導入段階で議論された中で、手放しで歓迎されない事態も生ずる懸念が
ある。最大の問題は、ＮＰＯの財源が不安定なことである。また、ＮＰＯ法人に対する寄付金控除が
認められない問題がある。
さらに、ＮＰＯの財源安定化に関しては、ＮＰＯを「コミュニティ・ビジネス」「スモール・ビジネ
ス」と捉える事業経営的な発想が不足していると考えられる中で、関係当事者の我田引水的な思考
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が強いことに対し、懸念・危惧する者は一人筆者だけではあるまい。
ちなみに、ＮＰＯ法人は非営利法人ではあるが、公益法人と同様に収益事業の実施・遂行は認めら
れている。ＮＰＯの事業化に関しては、公益性と収益性（営利法人とは異なり、構成員に利益配当は
できない）とのバランスを図る点が肝要である。
また、ＮＰＯ法人への寄付金控除団体の認定が関係者より強く要望されているが、現段階では公益
法人に対する寄付金控除制度を超えて寄付金控除が認められる状況にあるとは考えらにくい（実際
に、法律の見直しに伴い、寄付金控除団体として認定されるＮＰＯは「特定公益増進法人」に認定さ
れる公益法人と同様のレベルの公益性、公益活動が要求される。したがって、この適用を受けられ
る可能性は、一般の公益法人と同様に、ＮＰＯ全体の１％にも満たない）。　
これらＮＰＯに関する文献については、参考文献に示したように、ＮＰＯ法案の作成の際に多くの
解説書が上梓された。その後も、ＮＰＯの活動記録など多数の文献が上梓されている。参照された
い。
他方、一般にあまり知られてはいないが、奨学金の給付、環境保全活動などに対する助成、まち
づくり活動の支援・育成などに対する助成など、地道にこれらの諸活動を着実に展開してきた、信
託銀行を受託者として設置される「公益信託制度」がある。
公益信託制度とは、財産家・篤志家や遺産相続財産（遺言などを含め）など一定規模の資産の提
供による寄付、あるいは民間企業や自治体などから一定額の「基金」（寄付金）を委託された資産・
財産（中には追加の募金型の公益信託もある）を、委託者（出捐者）の趣旨や公益目的に従って、
「公益信託の基金」の運用益を助成先（受益者）の事業活動の支援に活用（助成金の給付）する制
度である。
近年、自治体が委託者（出捐者）として公益信託を設定する例が増え、多様な地域政策や人材育
成基金など、自治体の「基金」管理・活用の一つとして注目されている。
これらの「公民連携・協働」（ＰＰＰ：ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の在り方と今後の方向につ
いては、「ＰＦＩ」「ＮＰＯ」「基金」「公益信託」「第３セクター」方式の観点より事業手法の概念や事
業手法の特性について、筆者が詳解した著書に『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・
ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研究―』（地域計画研究所、２００２年３月）がある。
Ⅶ　本研究の構成
本研究は、自治体行政において、地域振興、地域活性化の推進主体としての役割・機能を担って
きた第３セクターの設立・運営に関する経営実態に焦点をあて、その経営実態について明らかにす
るとともに、第３セクターの実態研究を踏まえ、今後の第３セクターの在り方やあるべき方向性に
ついて、これまでの研究成果の集大成として、地域政策論的研究として取り纏めたものである。
本研究は、次のような内容より構成されている。
序章 研究目的
第１章第３セクターの概念と定義
第２章第３セクター設立の歴史的経緯と設立背景
第３章地方公社と第３セクターの定義・設立状況
第４章アーネ・ボンフェナールの「わが国の第３セクター研究」
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第５章複合型多機能型公共施設の整備と第３セクター
第６章第３セクター方式の新たなタイプの出現
第７章第３セクターの解散と経営再建
第８章経営実態調査結果の検討と今後の在り方
第９章第３セクターの設立運営に関する基本問題の検討と今後の在り方
第１０章第３セクターの事業評価に関する基本問題の検討と今後の在り方
第１１章第３セクターの法的・民主的統制に関する基本問題の検討と今後の在り方
第１２章第３セクターに対する行政府・立法府の対応
第１３章結び―第３セクター・公民連携の新潮流と今後の地域政策の在り方―
《Ｓｕｍｍａｒｙ》
《文献目録》
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第１章　第３セクターの概念と定義
Ⅰ　各経済主体の関係性
地域社会の構成員は、一般に、「地域住民」「民間企業」「自治体」の三者で構成される。
近年注目されている「ＮＰＯ」（ＮｏｎｐｒｏｆｉｔＯｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ：非営利組織）と「民間営利企業」「自
治体」の三者間の連携関係の捉え方については、「非営利組織を含む経済活動主体の相互関係」（図
１－１）１）および「３グループ間の連携」（図１－２）２）が適切である。
図１－２においては、三者間の連携関係について、地域住民個人はＮＰＯ団体に含まれると考えら
れている点が大きな特徴である。
しかしながら、地域住民個々人は、すべてＮＰＯ法人に代替されるものではない。ボンフェナール
が自らも指摘しているように、ＮＰＯ法人の活動実態や社会的位置づけなどは、他のセクターに比べ
同程度に確立・認識されているわけではない。また、すべての地域や事業分野において、ＮＰＯ法人
が存立しているわけでもない。
ちなみに、わが国の地域社会の現状においては、これまで地域社会において伝統的に行われてき
た町内会組織によるさまざまな地域住民の諸活動のすべてが、ＮＰＯ法人の活動に代替されるわけ
ではない。またそれぞれの地域社会において、ＮＰＯ法人やその活動に対する行政や市民の理解や
協力・連携・協働の状況については、ＮＰＯ活動が揺籃期にあり、一様ではない。
図１－１　非営利組織を含む経済活動主体の相互関係
出所：山内直人『ノンプロフィット・エコノミー』（日本評論社、１９９７年７月）５頁。
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図１－２　３グループ間の連携
出所：ＡｒｎｅＢｏｎｇｅｎａａｒ，	
	
，	
，
ＮｅｔｈｅｒｌａｎｓＧｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌＳｔｕｄｉｅｓ２８２，２００１，Ｕｔｒｅｃｈｔ．ｐ．５１．
したがって、現状では、図１－１の「非営利組織を含む経済活動主体の相互関係」に示すような
各経済主体間の関係性、位置づけとして捉えることについては、活動実態を正確に反映していると
はいい難い面も多々あるが、今後のＮＰＯ法人やボランティア団体など、非営利法人の活動に期待す
るという観点から、このような四者間の関係性、位置づけとして把えることは意義がある。
Ⅱ　新たな財・サービスの提供主体の台頭
１　市場のメカニズムと市場の失敗
市場では、価格決定メカニズムを通じて、生産者は最適生産量を決定する一方、消費者は最適
需要量を決定する。このように、市場では資源配分が効率的に行なわれると考えられているが、
自由市場経済でパレート最適が達成されるための条件としては、市場では多数の需要者と多数の
供給者が存在するために誰人も市場価格には何らの影響も行使することはできない状況、すなわ
ち「完全競争」（ｐｅｒｆｅｃｔｃｏｍｅｔｉｔｉｏｎ）条件（この場合、供給者が１人のときは独占：ｍｏｎｏｐｏｌｙ、
供給者が２人のときは複占：ｄｕｏｐｏｌｙ、供給者が少数のときは寡占：ｏｌｉｇｏｐｏｌｙ、供給者が多数の
ときは独占的競争：ｍｏｎｏｐｏｌｉｓｔｉｃｃｏｍｅｔｉｔｉｏｎ、需要者側が市場の支配力がある場合は需要独占：
ｍｏｎｏｓｐｏｎｙと呼ぶ）のもとで、①情報の完全性、②財の同質性、③参入あるいは退出の自由性
の３つの条件が基本的に満たされている必要がある。市場が効率的に機能するためにはこの４つ
の諸条件が基本的に満たされていなければならないが、市場のメカニズムがうまく機能しない状
況がある。これが「市場の失敗」と呼ばれるものである。
市場の失敗の典型的な例としては、次の６つの例、すなわち、①独占および寡占（Ｍｏｎｏｐｏｌｙ
＆Ｏｌｉｇｏｐｏｌｙ）、②費用逓減（ＤｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇＣｏｓｔ）、③外部効果（ＥｘｔｅｒｎａｌＥｆｆｅｃｔ）、④公共財
（ＰｕｂｌｉｃＧｏｏｄｓ）、⑤不完全情報（ＩｎｃｏｍｐｌｅｔｅＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）、⑥所得分配（Ｉｎｃｏｍｅ
Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ）があげられる３）。
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２　政府活動役割・機能と政府活動の失敗
他方、政府・財政の機能や政府の政策過程また政府活動（国や地方財政）は、消費者余剰と生
産者余剰を併せた社会的余剰（社会的便益）を最大にするように行動すると考えられている。し
かしながら、必ずしも理想的には機能しないため、実現される政策がパレート最適にはならない
側面に着目すると、「市場の失敗」に準拠して「政府の失敗」と呼ぶことができる。この「政府の
失敗」とは、市場の失敗ほどには確立された概念ではないが、効率性（パレート最適）の達成に
失敗すること、あるいは何らかの公平性を損なうという意味で用いられている。
次のような諸点があげられる４）。政府の政策は、その認識、実施および効果の実現までにタ
イムラグがあり、その効果の規模を正確に測定することは不可能であること、政策の効果は限
定される場合がある。しかしながら効果の限定をはずすために、経済的誘因を伴わない規制を行
なったとしても、この規制は適正に作用しないこと、政治家の圧力、公共部門の組織間の利害
調整により、立案された政策が予想どおりの効果を発生できないこと、政府に働く人々の目的
は利潤最大化ではないため、社会の変化に対応する誘因にかけることなどである。具体的には、
次の６つのケース、すなわち、①不完全情報、②不完全競争、③多数政党、④利益集団、⑤官僚、
⑥所得再分配があげられる５）。
３　地域公共財・サービスの提供主体
近年、自治体に対する行財政需要の特徴をみると、多様化・高質化する傾向にある。
従来自治体において提供されてきた事業・業務・サービスなどについては、「地方公営企業法」に
基づいて提供されてきたガス、水道、病院、バス交通などに代表される住民生活の基礎的・日常
的サービスの提供、あるいは図書館・文化ホール、体育館など文化教養・体育健康増進や福祉介
護機能施設などについても、単一機能の単体的な施設として整備するという観点から、文化ホー
ルに図書館や会議施設などを併設する例や、日帰り温泉保養施設にディケアセンター、図書館な
どを併設する例にみられるように、健康・保健・福祉・コミュニティ活動・社会活動などの支援
や促進を図る公共公益目的としての観点から、「複合・多機能型公共公益施設」の整備が推進され
る傾向にある。また、これらの「公共公益施設に民間商業施設」を一体的・計画的に「公民の連
携施設」を整備する傾向にある。
このように、多種多様で広範な公共公益施設整備とその施設整備に伴う管理運営サービス、す
なわち、「地域公共財と呼ばれる財やサービス（施設整備としてのハードの提供と管理運営サービ
スや人的サービスとしてのソフトの提供）」（図１－３「公共財・準公共財の概念図」６）を参照）
の提供が促進される傾向にある。
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図表１－３　公共財・準公共財の概念図
注：原著では例示の位置は、一応の目安であって、厳密にその財・サービスの特性に対応してい
るわけではない、とする。
出所：山内直人，前掲書，１９頁。
４　公民協力による事業連携の考え方
社会資本の特性には、「外部経済の存在」「共同消費の性格」「費用逓減」などの点で、いくつか
の特徴があげられる。社会資本を、①排除可能性（社会資本のサービスを排他的に独占的に利用
できるか否か）という視点と、②供給される社会資本サービスの目的（基礎的サービスの提供か
否か）の２つの視点より捉え、両者の関係性について図示したのが図１－４である７）。
まず、排除可能性また受益者・原因者の特定の可能性の面に着目すると、例えば国土保全施設
のように、排除あるいは受益者・原因者の特定が困難な社会資本は、そもそも市場での取引が困
難であることから専ら公的主体により整備されることとなる。次に、サービスの目的に照らして
考えると、公営住宅等シビルマニマムの確保を保障する基礎的なサービスを提供する社会資本は
必需性が高く、公平かつ安定的に供給されるべきもので、公的主体による整備が基本となる。
逆に、排除可能性が大きく必需性の小さな社会資本で市場性が大きく使用価値の大きい社会資
本は、民間主体がそのノウハウを積極的に活用し、適切な対価と引換にニーズに的確に対応した
整備を進めることが期待される。
他方、両者のどちらにも属さない中間的な領域が存在する。
この中間的な領域は、潜在的には民間主体による整備が可能ではあるが、「外部経済性」「費用
逓減性」等を踏まえて適正な供給を確保するなど、社会経済上の何らかの要請によって、公的主
体により整備が進められる必要がある領域である。
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図１－４　社会資本整備主体の公民分担とその推移（イメージ図）
注：原著は、以下の２点を注記している。
（注）１　Ｇ１、Ｇ２の領域に属するものであっても、機能の複合化を図ることにより、付加され
た機能に着目して民間活力の活用を導入する等、さまざまな工夫を高ずることはあり
得る（例えば、国土保全事業におけるＮＴＴ－Ａの導入）。また、長期的には、技術の
進歩が排除可能性に影響を及ぼす結果、Ｇ１領域が変化することも考えられる。
２　本表での社会資本とは、従来どおり有形固定資産を念頭においている。
出所：経済企画庁総合計画局編『今つくる明日への社会資本』（１９９１年１０月）４４頁。
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シフトの事例地領域へのシフト要因（Ｇ→Ｐ、Ｐ→Ｇ）領域の事例領域の説明領域区分
・受益者の特定ができない以上、市場での取引
も困難となり、シフトも困難。
国土保全
一般道路　等
排除困難、受益者・原因者の
特定が困難であるため公的
主体による整備が基本とな
る領域。
G1
・基本的にはシフト困難
・民営化してもシビルミニマムを充足する供給
が保障されるだけの需要密度、技術、経験、制
度的枠組等が蓄積された場合、シフトもある。
公営住宅
救急医療　等
シビルミニマムの確保を保
障するため公的主体による
整備が基本となる領域。
G2
電気通信事業
分野への民間
企業の参入
A→A′・規則緩和等による民間活動領域の拡大。有料公営交通
高等教育　等
潜在的には民間主体による
整備の可能性があるが、外
部経済性、費用逓減性等を
踏まえたサービス供給量や
料金水準の適正化、その他
特定の政策意図の実現の観
点から公的主体により整備
される領域。
G3
明治時代の官
業の民営化
国際空港の民
営化
有料老人ホー
ム
B→B′・技術の蓄積、クリティカル・マスのクリアー、
リスクの減少等により産業が成熟化し、民間
主体に移行。
・需要密度の増大等により、民間企業としての
成立が可能となる。
・国民のニーズの高度化に対応した高付加価値
サービスの提供。
公営住宅の水
準の向上
C→C′
A→A′
・保障すべきシビルミニマムのレベルアップま
たはそれに伴う平均的水準の向上。
私鉄
電気事業　等
民間主体による社会資本整
備の領域。
P
人口減少地域
の交通サービ
スへの支援拡
充
D→D′・需要密度の低下、コストの高騰等社会経済環
境の変化に伴う支援の必要性の増大。
５　「公私協力」「事業連携」「事業協働」方式による公共公益サービスの提供
一般に、都市・地域政策は、国や都道府県などの広域的調整機関との連携のもとに、地方自治
法で基礎的団体として位置づけられている「市町村」自治体においては、具体的な地域状況や地
域特性を考慮して、地方自治法第２条４項に規定されている「市町村基本構想」が策定されてい
る。この基本構想に基づき、「地域活性化対策」や「地域振興施策」など、具体的な自治体の都
市・地域政策が推進されることになっている。自治体がこれら施策方針の立案およびその実施を
推進する際には、「民間企業」「各種地域団体」「地域住民」等に協力を要請するとともに、「公民
協力」「公民連携」「公民協働」により政策目標の達成や事業化の推進が図られている。
このような法律の位置づけの中で、近年、基礎的自治体である市町村の行財政運営において、
自治体と民間企業および都市・地域住民等との協力など、公共と民間との共同出捐・共同出資に
よって設立・運営される、いわゆる「第３セクター方式」と呼ばれる「公私協力」「事業連携」
「事業協働」方式による公共公益サービスの提供方法およびその事業化手法が注目されてきた。
このように、公共と民間が協力・連携し共同出捐・共同出資により設立された「第３セクター
方式」が多く採用された理由については、主として、次の４つの観点、すなわち、①公共性を維
持する観点とともに行政補完的・行政支援的な業務を推進する観点、②事業の独立採算性を確保
する観点や法人経営の効率性の維持・向上を図る観点、③公共性を維持するとともに事業の採算
性を確保するという両者のバランスを保ちながら事業を推進するという困難な事業運営の推進を
図らなければならないという自立的・独立的な組織（自治体の独立行政法人）である観点、④自
治体の政策・施策を推進するにあたり民間企業や民間団体、また都市・地域住民からの協力・支
援連携・協働などを得ることが不可欠であるなどの観点が、一層重視されることになった点がそ
の背景にあるといえる。
Ⅲ　地域公共財・サービスの提供主体の類型化
近年の激変する社会経済環境の中で、地域公共財・サービスの提供主体は、大きく変容している。
地域公共財・サービスの提供主体は、基本的に、次のように大別される８）。
　第１セクター（Ｔｈｅｆｉｒｓｔｓｅｃｔｏｒ）と称される国や自治体の「行政部門」
　第２セクター（Ｔｈｅｓｅｃｏｎｄｓｅｃｔｏｒ）と称される商法などにより設立される営利法人の「民
間部門」
　上記以外の「その他のセクター」（Ｔｈｅｏｔｈｅｒｓｅｃｔｏｒ）の３つのグループである。
この３つの分類のうちで、「その他のセクター」とは、一般に、①民法第３４条に基づき主務官庁の
設立許可を得て設立される公益法人（社団法人、財団法人）、②個別特別法に基づき設立される「宗
教法人」「学校法人」「社会福祉法人」「医療法人」などの非営利法人、③「生産協同組合」「消費生
活協同組合」「労働組合」などの中間法人と呼ばれている非営利セクターの「非営利法人」、また④「市
民団体」「ボランティア団体」「地縁組織（町内会）」などの人格なき社団と呼ばれている任意組織・
団体に大別される。
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Ⅳ　第３セクターの概念
第３セクターとは、前述した地域公共財・サービスの提供主体のうち、①第１セクターの国や自
治体などの「行政部門」ではない、また②第２セクターの民間営利法人の「民間部門」でもない、
この２つのどちらでもない「行政部門や民間部門以外のその他のセクター」（Ｔｈｅｏｔｈｅｒｓｅｃｔｏｒ）、い
わゆる「第３のセクター」（Ｔｈｅｔｈｉｒｄｓｅｃｔｏｒ）を意味しているわけである。この（Ｔｈｅｔｈｉｒｄ
ｓｅｃｔｏｒ）の概念については、原典の文献を日本語に翻訳した際に曲解されたという説もあるが、定
かではない。
いずれにしても、「行政部門や民間部門を除く、それ以外のその他のセクター」が、第３セクター
（Ｔｈｅｔｈｉｒｄｓｅｃｔｏｒ）を意味することについては、わが国においても何ら変わるものではないこと
を、改めて確認するものである。
Ⅴ　わが国の第３セクターと欧米諸国の第３セクター
１　わが国の第３セクターの概念
わが国では、これまで、第１セクターの「行政部門」と第２セクターの「民間部門」の共同出
捐・出資によって設立された法人を、「第３セクター」と称してきた。一般には、商法法人などの
営利法人形態を、第３セクターと称する場合が多いといえるが、必ずしも、第３セクターとは、
営利法人だけを意味しているわけではない。
第３セクターの法人格については、地域産業や新産業・先端技術産業などの創業・育成・振興
を意図して設立された地場産業振興センターやテクノポリス開発機構などにおいては、公益法人
の財団法人形態で設立される場合が多い。また、公共公益施設の管理運営や近年制定されたリ
ゾート法や頭脳立地法などの地域整備法と呼ばれる法律などにおいては、①商法や有限会社法に
基づいて設立された「営利法人」（株式会社、有限会社）であるか、②民法に基づき設立された
「公益法人」（社団法人、財団法人）であるか、このいずれの法人形態で設立されるかについて
は、法律の適用要件として特に問われているわけではない。　
これらの法律における法人設立の適用要件や国有地等国有財産を賃貸借できる法人としては、
①自治体出資の法人（自治体の出資比率が２５％以上必要とされる場合はある）であることが事業
採択の適用要件とされているにすぎない。その意味では、②第１セクターの「行政部門」と第２
セクターの「民間部門」の共同出捐・出資によって設立された法人としての「第３セクター」が
位置づけられているだけである。
２　欧米諸国の第３セクターの概念　
この「第３セクター」と呼ばれる概念は、わが国独特のものである。欧米諸国で「第３セクター」
と呼ばれる概念とわが国の概念とは基本的に異なる点に注意を払う必要がある。
一般に、欧米諸国で用いられている「第３セクター」とは、「第１セクターの公共セクターでは
ない」、また「第２セクターの民間営利セクターでもない」と位置づけられる、「それ以外の民間
非営利セクター」を意味し、いわゆる「民間非営利部門」を指している。
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このような性格を持つ民間非営利セクターの概念は、わが国の場合に当て嵌めて考えると、前
述した「その他のセクター」（Ｔｈｅｏｔｈｅｒｓｅｃｔｏｒ）の概念に近いものといえる。
欧米諸国で位置づけられている「民間非営利セクター」（私立学校法人、社会福祉法人、宗教法
人など）については、これまでわが国においては、民法第３４条に基づいて設立される公益法人と
は別に、私立学校法人、社会福祉法人、宗教法人などについては個別の法人設立規定に基づき、
それぞれの法人規定の要件を具備した法人であれば、それぞれ民間非営利法人として設立されて
きた。したがって、わが国の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）と、従来から存立してきたこれら
の非営利法人の位置づけや関連性については、まだ明確に概念規定が確立されたとはいい難い。
したがって、これら非営利セクターの概念や位置づけについて、わが国の概念と欧米諸国の概
念との間で、その類似性や相違性について、一義的にその機能や役割などについて比較すること
は極めて困難である。
もとより、欧米諸国においても、わが国の第３セクターに類似した概念が全くないわけではな
い。ＰＦＩ事業において、「ジョイントセクター」と呼ばれる概念がわが国の第３セクターに類似し
た概念で、公共と民間の出資による混合企業の概念がそれである。
このように、欧米諸国においても、わが国で第３セクターと呼ばれている概念と類似した組織・
団体も同様に存在しているが、わが国の設立状況にみられるようには、一般的に大きな影響力を
持っているわけではない。また実数も少ないのが実状である。
このように、わが国で認識されている第３セクターの概念と欧米諸国で認識されている欧米諸
国における第３セクターの概念の両者間の基本的な相違については、図１－５に示すように捉え
られることができる９）。
図１－５　わが国の第３セクターの概念と欧米諸国の第３セクターの概念
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
（地域計画研究所、１９９８年）５０頁より作成。
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欧米諸国における第３セクターの概念とわが国の第３セクターの概念とは基本的に相違
するわけである。このように正確な認識把握がなされずに、わが国の第３セクターの捉え方は
欧米諸国の第３セクターが意味する非営利団体ではないので間違いであると、一部に批判するむ
きもある。
ちなみに、わが国の第３セクターにおいても、非営利法人である財団法人等の公益法人を含む
わけであるが、このような認識がなされずに批判されることについては、彼我の両者間の基本的
な概念が相違することを前提条件に、正確に認識した上で両者間の違いを議論する必要がある。
Ⅵ　第３セクター概念の諸説と第３セクターの形態
１　第３セクター概念の諸説
国や自治体、政府関係機関などの公共部門（第１セクター）と民間部門（第２セクター）が共
同で出捐・出資して設立された経営事業体を「第３セクター」と呼ぶが、論者によりその概念・
定義は相当異なることに留意する必要がある。この第３セクター概念の諸説について、主要な捉
え方をみると、次のように集約される１０）。
　自治体の出資比率が２５％以上の商法法人のみを指す場合
あるいは自治体出資の商法法人のすべてを含むものを指す
　自治体の出資比率が２５％以上の商法法人と民法法人を指す場合
あるいは自治体出資の商法法人と民法法人のすべて含むものを指す
　およびの概念に加え、土地開発公社等法定三公社と呼ばれる地方公社を指す場合
　自治体の出資法人で、①２５％以上の商法法人と民法法人、および②２５％未満の商法法人と
民法法人を指す。ただし、③土地開発公社等の法定三公社、および④自治体が１００％出捐・
出資した法人（民間部門からの出捐・出資は基本的にはない法人）である商法法人と民法
法人は除く。
ちなみに、筆者は、の説をとる１１）。
２　第３セクター方式の形態
第３セクター方式の形態は、公共部門の出資方法により、次のように分類される１２）。
　国の特別法によって公共部門と民間が共同出資して設立された事業主体
①国と民間、②国と自治体と民間、③国と特殊法人、④特殊法人と民間
　政府関係機関と民間が共同出資して設立された事業主体
　自治体と民間が共同出資して設立された事業主体
　その他
ただし、地場産業振興センターやテクノポリス開発機構など、また「民活法」「頭脳立地法」な
ど地域整備法に代表される法律における事業主体の考え方、あるいは公共公益施設の管理運営主
体などについては、必ずしも、このような分類基準に基づいて事業採択されるわけではない。
これらの法律に基づいて施設整備される際の国庫補助金の交付や借入金融資に対する低利融資
あるいは利子補給などの政策金融などの事業支援がなされる場合の基本的な事業主体の条件とし
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ては、当該自治体や関係自治体が出捐・出資して設立された自治体出資法人であることが採択さ
れる必要要件であるとされているだけである。法人形態として商法法人とするか、民法法人とす
るか、また自治体の出資比率の多寡（中には自治体出資が２５％以上必要とされる案件もある）な
どについては、事業採択の基本的な必要要件としてあげられているわけではない。
したがって、本研究では、自治体と民間企業等が共同出捐・共同出資によって設立された事業
主体を第３セクターとして捉え、議論・検討を進めるものである。
Ⅶ　第３セクターの定義と各セクターの関係
１　第３セクターの定義
本研究では、わが国と欧米諸国の第３セクターの概念の相違を踏まえ、従前よりわが国で人口
に膾炙されてきた、第１セクターの「行政部門」と第２セクターの「民間部門」の共同出捐・出
資によって設立された法人・組織・事業主体を「第３セクター」として捉え、議論を進める。筆
者らは、これまで第３セクターを次のように定義してきた１３）。
第３セクターとは、自治体の出資法人で、公社、協会、株式会社等の名称の如何にかかわらず、
①土地開発公社など特別法人の法定三公社と、②単独または複数の自治体が１００％全額出資およ
び出捐する地方公社等を除いた法人で、③公的セクター（国、自治体、政府関係機関等の特殊法
人等）と民間セクター（民間企業等の営利法人、農協・商工会議所・商工会・観光協会などの経
済団体、また任意団体等を含む各種団体や民間の公益法人等）との両者の共同出資によって設立
された商法（有限会社法）に基づく商法法人の株式会社（有限会社）（狭義の意味）に、共同出捐
によって設立された民法に基づく民法法人の財団法人・社団法人を加えた（広義の意味）法人組織・
団体である。
２　第３セクターの主な事業事例
わが国における第３セクター方式による事業事例をみると、周知のように、地方鉄道、リゾー
ト施設整備と施設運営、公共公益・民間商業施設整備と施設運営、地場産業振興センターなど地
域振興・地域活性化施設整備と施設運営、農山漁村振興施設整備と施設運営、地域産業・地場産
業振興支援機構、教育文化の振興、社会福祉関連など、自治体の地域行財政運営における多種多
様な事業、業務展開がなされている。
これらの第３セクターによる施設整備と管理運営の事例の中には、現在公共公益施設整備事業
において、注目されている事業手法である「ＰＦＩ事業」の参考例となるものも多い。公共公益施
設整備の代表事例としては、「越谷サンシティ」（埼玉県越谷市）、「富山市民プラザ」（富山県富山
市）、「Ｕ－ＭＡＬＬ」（新潟県中里村）などがあげられる。
３　第３セクターと各セクターの関係
一方、「地域住民（ＮＰＯなどの非営利団体も含む）」「民間企業」「自治体」の三者の相互の関連
性に着目し、各セクター間の関係性を体系化すると、それぞれ、①第３セクターは「自治体と民
間企業」から構成され、②第４セクターは「自治体と地域住民」から構成され、③第５セクター
第３セクターの概念と定義３８
は「地域住民と民間企業」から構成され、④ジョイントセクターは「自治体と地域住民と民間企
業」より構成されると定義できる１４）（図１－６参照）。
また、図１－６の関係性を基礎に、各セクターの「定義・概念」「代表的な事例」「今後の展開
方向」について整理したものが、表１－１である１５）。
　このように、「第３セクターとは、行政と民間企業や農協・商工関係などの経済団体が中心と
なって協力する組織・団体を指す」が、今後は「特定非営利活動促進法」（通称ＮＰＯ法）に示さ
れる活動分野で設立されるＮＰＯ法人の中にも、このタイプに含まれる組織・
団体が設立される可能性がある。
図１－６　公共サービスの提供主体の概念図
出所：神戸市『昭和５２年度　神戸市報告書』（１９７８年３月）５頁より作成。
新潟産業大学経済学部紀要　第３０号 ３９
表１－１　各セクターの概念
出所：出井信夫著『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第
３セクターの研究―』（地域計画研究所、２００２年）２３１頁。
第３セクターの概念と定義４０
代表的な事例と今後設立される可能性の高い事業主体および分野代表的な法人形態事業主体の構成
●安比総合開発㈱（岩手県安代町）
●㈱石炭の歴史村観光（北海道夕張市）
●㈱ルネッサンス棚倉（福島県棚倉町）
●越谷コミュニティプラザ㈱（埼玉県越谷市）
●財団法人地域活性化センターなど
●そのほか ●財団法人（まちづくり財団）
 ●株式会社（市街地開発事業など）
 ●公益信託（助成財団など）
 ●協働組合（工場団地の協働福利厚生施設など）
 などのケースが想定される
●またＮＰＯなどの参加協力が想定される
●株式会社
●財団法人
●ほか
●自治体等
●民間企業等
第３
セクター
●㈱七日待町再開発ビル（山形県山形市）
●㈱三湊（愛知県新城市）
●社団法人シルバー人材センターなど
●そのほか ●財団法人（生きがい事業団など）
 ●公益信託（区間整理事業に伴うまちづくり信託など）
 などのケースが想定される
●またＮＰＯなどの参加協力が想定される
●株式会社
●社団法人
●そのほか
●自治体等
●住民等
第４
セクター
●財団法人富士記念財団など
●公益信託あだちまちづくりトラスト
●公益信託コミュニティ・ファンド＝さざんかさっちゃん教育基金な
どの公益信託
●そのほか ●財団法人（助成財団や福祉厚生施設などの管理財団）
 ●株式会社（まちづくり・むらおこし・地域活性化事業
や人材バンク事業など）
 ●また、〈コミュニティ ・ービジネス＝地域のスモールビ
ジネス〉などのケースが想定される
●またＮＰＯなどの参加協力が想定される
●財団法人
●公益信託
●そのほか
●住民等
●民間企業等
第５
セクター
●㈱ふるさと企画（岐阜県東白川村）
●美濃白川ふるさと開発（岐阜県白川町）
●㈱じょんのび村協会（新潟県高柳町）
●㈱黒壁（滋賀県長浜市）
●財団法人まつど街と水辺の緑化村策基金
●財団法人船橋緑の基金などの緑化対策基金
●財団法人津南地域活性化センター（新潟県津南町）
●そのほか ●株式会社（まちづくり事業・市街再開発事業・社会福
祉事業・教育文化などの関連事業など）
 ●財団法人（公益施設管理財団等）
 ●公益信託（まちづくり公益信託・環境基金）
 ●また、〈コミュニティ ・ービジネス＝地域のスモールビ
ジネス〉などのケースが想定される
●またＮＰＯなどの参加協力が想定される
●株式会社
●財団法人
●そのほか
●自治体等
●民家企業
●住民等
ジョイント
セクター
（注）
１）山内直人『ノンプロフィット・エコノミー』（日本評論社、１９９７年７月）５頁。
２）Ａｒｎｅ  Ｂｏｎｇｅｎａａｒ， Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ  Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ  ａｎｄ   Ｐｕｂｌｉｃ  Ｐｒｉｖａｔｅ  Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ， Ｔｈｅ  Ｃａｓｅ  ｏｆ  Ｊａｐａｎ，
Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｓ Ｇｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌ Ｓｔｕｄｉｅｓ ２８２，２００１，Ｕｔｒｅｃｈｔ．ｐ．５１．
３）大水善寛「市場の失敗について」『地域経営の革新と創造』（第３セクター研究学会編、透土社／丸善、２０００年
５月）１２５－１３８頁。
また、岸本哲也『公共経済学』（有斐閣、１９９６年３月）は、公共経済学の観点より「市場の失敗」「政府の失敗」
について論及している。
なお、出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研
究―』（地域計画研究所、２００２年３月）の１章「市場の失敗・政府活動の失敗と公民協力連携・協働（ ＰＰＰ：
Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ ）の必要性の根拠」（１３－５１頁）には、「市場のメカニズム」「市場の失敗」、「政
府の機能役割」「政府の失敗」および公民協力連携・協働の必要性について論述している。
４）大水善寛，前掲著，１２８頁。
５）岸本哲也，前掲書，１７４－２０４頁。
６）山内直人，前掲書，１９頁。
７）経済企画庁総合計画局編『今つくる明日への社会資本』（１９９１年１０月）４４頁。
８）出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研究―』
（地域計画研究所、２００２年３月）２２５頁。
９）上掲書，２２７頁。
１０）上掲書，２３９頁。
１１）上掲書，２３９頁。
１２）公共投資ジャーナル編『第３セクター』（公共投資ジャーナル社、１９８５年８月）６０頁。
１３）竹内宏監修・出井信夫著『第三セクタービジネス』（日刊工業新聞社、１９９０年１１月２３頁。
１４）神戸市『昭和５２年度神戸市報告書』（１９７８年３月）５頁より作成。
１５）出井信夫，前掲書，２３１頁。
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第２章　第３セクター設立の歴史的経緯と設立背景
Ⅰ　第３セクターの概念と第３セクターの誕生
「第３セクター」の概念については、社会資本の整備、事業の効率化や民間資金の活用という技
術的観点から捉えられた公民連携の事業方式の総括概念として、一般に広く知られている。国や自
治体、政府関係機関などの公共部門（第１セクター）と民間部門（第２セクター）が共同で出捐・
出資して設立された経営事業体を「第３セクター」と呼ぶが、公共公益事業における事業主体とし
て「第３セクター」という言葉が初めて公式文書の中で用いられたのは、１９７３年（昭和４８年）２月
に閣議された『経済社会基本計画』に遡る。
この『経済社会基本計画』に先だち、１９６９年（昭和４４年）５月に閣議決定された『新全国総合開
発計画』においては、「プロジェクトの中核的な事業の実施主体を考えるにあたり、公共・民間の混
合方式による事業主体を創設して民間資金の導入を図る方式など大規模開発プロジェクトの内容に
適合した方式を検討する」と記述されている１）が、この「公共・民間の混合方式による事業主体」
としての「新たな事業主体」については、いわゆる「第３セクター」と呼ばれる概念が当時すでに
意識されていたわけであるが、その当時の認識としては、必ずしも一般社会に明確に定着したもの
ではなかった。
『経済社会基本計画』においては、社会資本を充実させるための基本的方策について、「社会資本
を緊急に整備する必要があること、民間の社会資本分野への進出意欲が高まりつつあることなどに
かんがみ、公共投資を拡充するほか民間の能力と資本とをこの分野において積極的に活用する必要
がある。この場合、純民間事業を活用するのみならず、事業の公共性を確保する必要があるとき、
または、多大の初期投資を要し、投資懐妊期間が長い事業に対し、企業に投資決意を行わせるため
の必要があるときは、公的主体がその経営に参画する公私共同企業、いわゆる「第３セクター」の
活用を図ることとする」と述べられ、初めて公式に「第３セクター」という言葉、概念が定義され
用いられたわけである。
Ⅱ　明治期・大正期における国策会社としての第３セクター
社会資本の整備や公共公益事業における事業の効率化や民間資金の活用という観点から捉えられ
た公民連携の事業方式の総括的な概念、また事業主体としての第３セクターの概念については、戦
前から官民が協力して設立した国策会社などをもって、嚆矢（こうし）とする。　
現在の中国東北部に敷設された旧満州鉄道などに代表される国策会社などは、公共セクターと民
間セクターが共同で協力して事業を推進したという観点では、広い意味で「第３セクター」会社で
あると位置づけられるが、当時は、現在あるような公共と民間の共同出資による第３セクター会社
として認識されていたわけではない。
わが国において、初めて明確に意識されて公共セクターと民間セクターが共同して第３セクター
会社が設立されたのは、１９３４年（大正９年）に設立された㈱佐渡汽船に遡る。
第３セクターの概念と定義４２
当時、新潟と佐渡の間の連絡航路を運営していた民間企業の佐渡連絡船の経営不振・経営危機に
より航路の存続問題が持ち上がる中で、当時の新潟県が経営再建支援策の一環として、新潟県が民
間会社に直接出資を含めた財政的支援をするという形で、１９３４年（大正９年）に設立された船会社
㈱佐渡汽船が、わが国で初めて公共セクターと民間セクターが共同して設立した第３セクター会社
である。
「第３セクター」の誕生で、第３セクターの萌芽期である。
その後、１９４５年（昭和２０年）以降、戦後の復興期の段階においては、電源開発など、社会資本の
整備また大規模な地域開発事業など公共公益事業を推進する事業において、公共側の資金不足が続
き資金調達が十分ではない時期に、いわゆる、民間資金の導入、民間活力の活用の側面から、また
公共公益事業における民間的サービスの提供を推進する側面から、事業主体として、公共と民間の
共同出資による「第３セクター」が相次いで設立されてきた。国の大規模開発事業や地域開発プロ
ジェクトの推進事業主体として、第３セクターが設立された時期である。「第３セクター」の第一次
設立期である。
Ⅲ　第３セクター方式の増加とその経緯
１　高度経済成長期における第３セクターの設立
　第二次第３セクターの設立期
１９５５年（昭和３０年）以降の高度成長期には、社会資本の整備を目的として旧日本住宅公団
（現都市基盤整備公団）など、多数の政府関係機関、特殊法人が設立された。この時期に設立
された第３セクターの事業分野には、地域開発や都市開発などの分野に数多くみられる。事業
規模や経営規模が大型化していることが特徴である。いわゆる、公的企業、公営企業が設立さ
れた時期である。政府の一般会計による社会資本整備などの財・サービスの提供から、税財源
によらず、民間経営的な効率性の観点から財・サービスの提供を充実・促進するという局面か
ら、これらの公的企業、公営企業の設立が図られたわけである。ちなみに、その後の財政投融
資計画において、中核的・中心的な役割・機能を担ってきた政府関係機関、特殊法人が多数設
立された時期である。
他方、自治体では、国と同様に、上下水道の整備やバスなどの交通機関の整備などの社会資
本整備や市民生活に関する分野など、いわゆる、自治体の一般会計事業には必ずしも馴染まな
い、受益者負担の原則が適用される分野において、地方公営企業法に基づく公営企業が設立さ
れた。また、これらの公営企業の設立と機を一にして、駅前開発に伴う駅ビルの整備など、地
域開発や都市開発など社会資本整備に密接に関係した事業分野などで、自治体と民間との共同
出捐・共同出資により、第３セクターが設立された時期である。
この時期に設立された第３セクターは、都道府県などの自治体を中心に社会資本整備に密接
に関係した事業分野における設立が多い。第二次、「第３セクター」の設立期である。
　第三次第３セクターの設立期
１９６５年（昭和４０年）以降は、経済の高度成長の実現に伴い国民生活の質的な充実を求める動
きが顕著となり、安定成長と地域開発の必要性が唱えられ社会資本の整備が急がれたが、建設
新潟産業大学経済学部紀要　第３０号 ４３
国債発行の増加また赤字国債発行が恒常化するなど、公共セクターにおいては極度に資金不足
に陥っていた時期でもある。その中で、民間セクターが社会資本整備分野に参入するように
なったわけである。
この時期以降の第３セクターは大型化する傾向があった。地域開発分野などは、民間独自の
進出には制度や許認可など多くの制約があるため、公共と民間が一体となった社会資本整備の
担い手として第３セクターが数多く設立されてきた。このように、社会資本整備や市民生活に
密着した事業の推進に第３セクター方式が採用されたわけである。
他方、自治体においては、公共公益施設整備に伴う公共公益施設用地の不足が懸念されると
同時に、地価の高騰に対処するため、公共公益用地である公有地を先行的・優先的に公有地の
取得を進めるという観点から、１９７２年（昭和４７年）に「公有地の拡大に関する法律」が制定さ
れた。この法律に基づき、全国の自治体では、土地開発公社が相次ぎ設立されたわけである。
地方公社の設立が、ピークを迎えた時期である。
ちなみに、この土地開発公社を設立する際の出資金については、自治体が１００％出資した法人
である。この土地開発公社の設立にあたっては、民間資本や民間からの出資金等は一切受けて
はいない。その意味では、民間より共同出資を得て設立される、いわゆる、第３セクターとは
いえないことは、自明である。
この土地開発公社は、市町村自治体も設立することができることになっているが、都道府県
や政令指定都市において設立される住宅供給公社、道路公社と合わせて自治体の特別法に基づ
き設立される、法定三公社と呼ばれる特殊法人である。
一般に、この土地開発公社が、公有地を先行取得する際の用地購入・取得費の資金調達に関
しては、公有地を取得するために起債（地方債の発行）する場合もあるが、公有地取得の資金
調達は指定金融機関など金融機関からの融資・借入金によることが多いのが実情である。土地
開発公社の会計処理は、自治体の一般会計とは異なる特別会計など、いわゆる、債務負担行為
として、財務会計的に処理されている。
この土地開発公社については、第３章で詳解しているように、統計的には、旧自治省や現総
務省で「地方公社の調」として調査されている中で、業務分野の分類として「地域開発関係分
野の地方公社に分類されている」。
このように土地開発公社は、地域開発関係分野の設立数の中に含まれていること、業務が民
間の宅地開発や地域開発のディベロッパー業務と酷似していること、また他の分野の地方公社
に比べその設立数が極めて数多いことなどから、しばしば短絡的に民間出資を得て設立され
る、第３セクターと混同される場合が多い。
地方公社・第３セクターについて、この「地方公社の調」の統計資料や公社・第３セクター
の実態をよく理解していない一部の論者やマスコミでは、第３セクターと混同して、第３セク
ターは地域開発分野の事業が多いと誤解、曲解され、論評されている例が散見される。由々し
き問題である。これら誤解、曲解された論評が、第３セクター問題を混乱させ、複雑化させて
いる所以である。
いずれにしても、この時期、相次いで設立されてきた第３セクターの事業内容をみると、地
域開発・都市サービス施設、交通運輸・流通関連施設、埠頭施設、観光レジャー施設など多種
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多様な分野で設立されている。これらの第３セクターは、国や自治体の行政需要の多様化に対
し、従来の公共セクターによる行政サービスや民間セクター単独のサービスでは、資金面や技
術面やサービスを行うタイミング面からも社会的な要請に応えにくい面が少なくない。
したがって、これらに応える役割・機能を担う事業主体として、自治体と民間との共同出捐・
共同出資により、第３セクターが設立されたわけである。この時期に設立された第３セクター
は、都道府県や政令指定都市のみならず、市町村自治体においても設立されている。第三次、
「第３セクター」の設立期である。
２　地域整備に関する法律に基づき設立された第３セクター
１９８０年（昭和５５年）以降については、民活法やリゾート法など、いわゆる「地域整備法」と呼
ばれる、それぞれの法律の政策的誘導に伴い、民間の資金や民間のノウハウなど民間活力を活用
して公共公益施設整備やリゾート施設整備などが推進されてきた。これらの法律支援に基づいて
新たな事業分野で、第３セクター方式が多数採用され設立されてきたことは、周知のとおりであ
る。
この時期に第３セクターが多数設立された背景の一つには、これらの法律に基づいて設立され
た事業主体には、数々の財政的な支援措置がインセンティブとして用意されていたことにほかな
らない。代表的な財政的支援措置としては、国庫補助金の交付、ＮＴＴ株売却収入による無利子融
資制度の導入とその活用、低利の政策融資制度の導入とその活用、またこれらの公的融資などに
対する利子補給制度の導入とその活用、あるいは国有地の賃貸借やその払い下げ、さらに固定資
産税などの税の軽減や減免措置などがあげられる。
これらの財政的支援措置を受けることができる対象とされた事業法人は、自治体出資の法人が
対象とされたことが、第３セクターが多く設立された大きな要因としてあげられる。　
この事業主体は、自治体の出資法人であることが事業採択の適用要件とされた（自治体の１００％
出資法人でなくてもよい）ことから、いわゆる、第３セクター方式が多く採用されることとなっ
たわけである。また、これらの事業分野や設立された法人の主たる活動内容については、従来の
自治体行政における財・サービスの提供とは異なる多種多様で、広範囲にわたり民間的な施設整
備や施設運営サービスなどの財・サービスの提供が主体とされていることから、これまでの自治
体には蓄積されてはこなかったため、民間事業者のノウハウや資金の導入・活用を図ることが、
事業の成否や経営の巧拙を大きく左右すると捉えられたことが、もう一つの大きな要因である。
この時期に設立された第３セクターは、民活法やリゾート法など、いわゆる、「地域整備法」と
呼ばれる、それぞれの法律に基づいて、法律支援をインセンティブとして受けることを前提とし
て、自治体の出資法人が数多く設立された時期である。
この時期に設立された第３セクターは、都道府県や政令指定都市にとどまらず、市町村自治体
においても数多く設立された時期で、第３セクター設立ブームといわれる所以である。第四次、
「第３セクター」の設立期である。
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３　近年設立される多様な第３セクターの事業分野
２００２年（平成１４年）１月１日現在、最新の「地方公社の調」によると、全国の地方公社総数は
１０，１５９公社に達する。次章の第３章で述べるように、この地方公社１０，１５９公社の全てが第３セク
ターではないことは改めていうまでもない。
近年の第３セクターが増加した事業内容についてみると、①地域産業振興や地域活性化を図る
ために整備される地域・地場産業振興センターなどの整備やその管理運営、②体育・文化・福祉
関連の公共公益施設の複合・多機能化や併設・合築化の推進に伴う施設整備やその管理運営、③
公共公益施設と民間商業・利便性施設の複合・多機能化や併設・合築化の推進に伴う施設整備や
その管理運営、④宿泊・観光レクリェーション施設などとの複合・多機能化や併設・合築化の推
進に伴う、いわゆる「公共公益複合多機能施設の整備とその管理運営」、⑤農業基盤整備や農業振
興を目的に各種の農業振興関連施設の整備やその管理運営を図る「農業振興公社」（担い手公社）や
「ふるさと公社」などの農業法人分野の設立傾向が顕著である。また、故竹下登元首相により提
唱され政策実行された「ふるさと創生１億円事業」（自治体へ地方交付税財源のバラマキ政策であ
ると批判された）の資金活用による温泉掘削の成功が契機となり、⑥日帰り・宿泊温泉健康保養
施設の整備やその管理運営など、市町村民の生活に密着した多種多様な財・サービスの提供など、
広範な事業分野で第３セクターが設立される傾向にある。
近年、これらの事業の中には、「道の駅」などに代表されるように、農林水産物の加工・販売か
ら流通分野や宿泊施設・レストランなどの飲食店など、「まちづくり公社」「まちづくり会社」が
設立され、多種多様な事業展開されている場合が多々ある。中には、積極的に地域住民の出資を
仰ぐなど住民参画を取り入れている第３セクターもある。
とりわけ、地域産業の振興や地域活性化対策を推進している基礎的団体である市町村自治体の
行政政策の中では、第３セクターの設立は、事業推進する際の不可欠な公共と民間の公民連携事
業として定着しているといえる。この時期に設立された第３セクターは、地域産業振興や地域活
性化対策など市町村民の生活に密着した多種多様な財・サービスの提供など、自治体行政に関連
する広範な事業分野で出資法人が数多く設立されている。中でも、中山間地などの条件不利地域
における市町村自治体で多く設立されていることが大きな特徴である。第五次、「第３セクター」
の設立期である。
なお、近年設立されてきた第３セクターの中には、経営危機、事業破綻するケースも増加する
傾向にある。第７章で述べるように、各地で住民監査請求や住民訴訟が提訴されるなど、安易に
設立され経営不振に陥る第３セクターに対しては、住民の目も厳しく、批判が高まる傾向にある
ことは周知のとおりである。
　
Ⅳ　近年の第３セクター方式増加の背景
近年、第３セクターが急激に増加した背景については、要約すると、次のような理由があげられ
る２）。
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　民活法などによる国の地域政策の支援方策
第１には、民活法、リゾート法、頭脳立地法など、いわゆる国の「地域整備法」と呼ばれる、
地域政策の支援方策の成立が、第３セクターの設立ブームに拍車をかけたことがあげられる。民
活法の制定以来、社会資本整備や複合・多機能公共公益施設整備などの公的事業分野へ積極的に
民間活力の導入を図るため、種々のインセンティブが付与されたことが大きな要因としてあげら
れる。
これらの法律に基づき事業推進主体に第３セクターが設立された場合には、国の補助金交付、
ＮＴＴ株式売却による無利子融資、現日本政策投資銀行（旧日本開発銀行や旧北海道東北開発公
庫）などの低利融資、あるいは自治体における不動産取得税や固定資産税等の税の減免・軽減措
置など、種々の支援策が受けられることにより、事業経営上、有利な事業展開が見込めると考え
られたことにほかならない。
特に、自治省のリーディング・プロジェクトに指定された場合には、地方債の元利償還金の一
部が地方交付税の算定に考慮されるということから、この指定を受けた施設やプロジェクトの増
加につながった。これらの優遇措置が、第３セクターの設立に大きな影響を与えたことは周知の
とおりである。
　リーディング・プロジェクトの指定などによる起債償還の優遇措置
第２には、自治省の「リーディング・プロジェクト」の指定を受けることなどにより、自治体
の単独事業として認可された場合には、「事業費の大半は起債の充当が認められる」（地域総合整
備事業債の発行が許可される）というように自治体の資金調達の観点からみて極めて有利な優遇
措置がなされたことが大きい要因としてあげられる。前述したように、公共施設の「合築化」「公
共公益施設の複合化・多機能化」が促進された背景には、このような自治省の「リーディング・
プロジェクト」などの指定を受けることなどによって、資金調達上有利な起債が認可されること
に伴うことがあげられる。
特に、「リーディング・プロジェクト」「過疎対策事業」などの一定の指定要件を受けて、「地域
振興拠点施設」「地域活性化拠点施設」など、施設整備が広範な便益を及ぼすと考えられる施設整
備事業を行う際には、「起債償還条件の優遇措置」（地方債返済に有利な措置）が付されている点
である。起債償還額の一部については、「地方交付税の算定基準である基準財政需要額に追加加
算措置されることにより、実質的な債務の返済が軽減され、元利返済が有利になる。すなわち、
地方債発行に伴う返済債務の一部については後年度に国が地方交付税の増額分として配慮する」
という財源補填的政策措置がとられたことにより、自治体の単独事業が急速に増加したことによ
る。
ちなみに、この自治体の単独事業の増加は、国の景気対策措置の一環として、また各種の施策
に伴う補助金交付額の減額に対処するための対策としても、自治体に強く要請されたという背景
がある。
このように、事業費の資金調達の観点からの優遇措置により、施設機能の「複合化」「多機能
化」など、公共公益施設整備における自治体の単独事業を促進させる結果がもたらされたわけで
ある。
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　公共公益施設の複合化・多機能化と施設の管理運営
第３には、公共施設の合築化などによる「公共公益施設の複合化・多機能化」が促進されたこ
とがあげられる。従来の公共施設整備においては、各省庁の指定要件に基づいた施設計画に応じ
て各種の補当該助金が交付される仕組みであった。この場合には、指定要件などを超えて付帯設
備や機能などの充実を図ることや施設内容の拡充強化などについては、ほとんど認められない
ケースが多い。
したがって、小規模な自治体では、同じような小規模な類似施設が同時に整備されるという不
都合な点も多々生ずる場合が少なくない。これは、住民が利用しやすいよう各地域に小規模な施
設が点在整備されきめ細かな施設整備ができたという側面もあるが、利用者の利便性や集客効
果、また利用効率などの観点よりみると、必ずしも効果的な施設整備が行われてきたとは言い難
い面が顕在化してきた。
近年、公共公益施設が大型化する傾向や施設整備の充実化に伴い、これら小規模で単一化され
た施設は、煩雑な補助金申請に時間がかかるという観点からも、自治体ではあまり歓迎されない
傾向が高まっている。
このような背景のもとに、公共公益施設づくりの「合築化」「複合化」「多機能化」が促進され
た。同時に、これらの施設の管理運営については、自治体が直接的に管理運営するという方式か
ら、自治体が出捐・出資した、いわゆる第３セクター方式で設立された「独立した施設管理運営
法人」に業務委託するケースが増加したわけである。これらの施設管理運営主体については、一
般に、公益法人型（財団法人）の第３セクターとして設立される傾向が多い。
　公共公益施設と民間商業利便性施設の複合化や多機能化と施設の管理運営
第４には、公共施設の「合築化」「公共公益施設の複合化・多機能化が促進された点にとどまら
ず、「公共公益施設と民間利便性施設の複合化や多機能化」傾向が高まったことがあげられる。も
ちろん、自治省の「リーディング・プロジェクト」の指定を受けることなどによって、自治体の
単独事業として認可された場合には、「事業費の大半は起債の充当が認められる」（地域総合整備
事業債の発行が許可される）というように、自治体の資金調達の観点から見て極めて有利な優遇
措置がなされた点は、前述したとおりである。
これらの施設の管理運営については、自治体が直接的に管理運営するという方式から、自治体
が出捐・出資した自治体の出資法人、いわゆる第３セクター方式で設立された「独立した施設管
理運営法人」に業務委託するケースが増加したわけである。これら「公共公益施設と民間商業利
便性施設が併設・合築された複合多機能施設の施設整備主体および管理運営主体」については、
一般に営利法人型（株式会社・有限会社）形態の第３セクターとして設立される傾向が高まって
いる。
　条件不利地域における地域活性化・地域産業振興政策の手段
第５には、まちづくり、むらおこしなど地域活性化や地域産業振興に取り組む自治体が第３セ
クター方式を積極的に取り入れたことがあげられる。とりわけ、過疎地域の自治体や中山間地域
などの条件不利地域における自治体では、まちづくり、むらおこし事業などを推進するにあたっ
て、公益的な事業と収益的な事業を推進するための手段、また民間の有能ノウハウを持つ人材な
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どを柔軟に雇用・活用する最良の手段の一つとして導入された。
これらの小規模な自治体では、元来、地域振興や地域活性化が促進されるような有力な民間企
業はほとんど存在しないのが実情である。その意味では、自治体が地域におけるもっとも有力な
産業で最大企業であるというような状況が少なくない。すなわち、地域振興、地域活性化を推進
する最大の担い手として、自治体しかないという実態である。
もちろん、自治体が、公共公益施設を整備することは可能であるが、自治体行政の業務として、
これらの施設の運営管理を自治体直営の地方公営企業などとして運営管理することは、自治体の
機能・役割・実務上の観点から馴染まないことは自明である。なかんずく、「公共公益施設と民間
商業利便性施設などと併設・合築された複合多機能施設」として整備された施設の管理運営主体
として、自治体が直接的に運営管理することは、さらに馴染まないことは改めていうまでもない。
したがって、これらの施設の管理運営組織としては、必然的に、地域最大の組織で、最有力な
団体である自治体が出資することは当然の帰結となる。すなわち、自治体の出資法人の設立であ
る。この場合、株式会社形態により法人を設立する場合には、商法上は１００％自治体出資の法人と
して設立することは可能である。
しかしながら、多くの場合は、地元、商工会や農協などの経済団体と協力・連携し、これらの
出資からの出資を得て、第３セクターを設立することになるわけである。その意味では、地域振
興、地域活性化を推進するための事業主体として、自治体主導の第３セクターを設立せざるを得
ないのが実態であると。
このように政策的実行推進主体の存在が希薄なため、切羽詰り自治体主導により設立された第
３セクターではあるが、健気に検討している法人も多いということについては、一般に、必ずし
も正確には知られていない。
　大規模事業開発における民間企業の資金・ノウハウ等の導入
第６には、リゾート開発事業等のような大規模な事業開発には地方自治体の財政投資だけでは
不十分であるため、民間企業の豊富な資金やノウハウ等の導入を図ることにより事業の成長性を
確保するとともに、同時に経営リスクを回避しようと考えられた結果採用されたことがあげられ
る。
一方の当事者である企業側においてもバブル期にあり、潤沢な資金と人材を新規事業やビジネ
スチャンスの拡大、経営の多角化を図る手段の一つとして積極的に採り入れた。特に、地元地権
者や公官庁等の折衝など、煩雑な事務手続きや諸条件をクリアしなければならないことを考えた
場合、民間企業が単独で事業開発するよりはむしろ第３セクター方式による事業化の方がスムー
ズに事業展開が行えると判断されたことによる。
このように、事業を推進するにあたっては、自治体側において財源的観点および地域振興・地
域活性化対策事業の推進の観点から事業主体として、第３セクターが設立されたわけである。一
方の民間企業側においては、これらの公共公益事業への新規参入の機会と捉えられ、新たな新規
事業開発の確保、ビジネスチャンスの機会として捉えられ、積極的に第３セクターの設立に参画
したわけである。
換言すれば、自治体と民間企業の両者の地域振興・地域活性化対策事業や地域開発行政に対す
る思惑が合致した結果として、第３セクター方式が増加したわけである。
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Ⅴ　第３セクターに対する公共側と民間側の参画動機
第３セクターに参画する公共側および民間側における動機をみると、基本的に両者の動機づけは
相違する点に留意する必要がある。地元企業以外の大企業等が経営に参画する場合にはその傾向が
特に強い。公共側と民間側が第３セクターに基本的に参画する動機については、次のように整理さ
れる３）（表２－１参照）。
　公共側の動機
「公共側の動機」としては、地域活性化・地域振興、都市基盤整備、産業振興を推進する中で、
地域の雇用機会の確保、所得機会の確保、民間の経営ノウハウの活用、民間の資金活用、民間の
人材活用、公有地の有効活用などがあげられる。
　民間側の動機
一方、「民間側の動機」としては、新規事業機会の確保（ビジネスチャンス）、リストラクチャ
リング（事業再編化）の一環、経営ノウハウの提供、資金活用や資金提供、人材活用や人材提供、
遊休地等の資源の有効活用、企業イメージの向上、企業の社会貢献、自治体との連携強化、迅速
な許認可事務の推進、公的規制等の解除などがあげられる。
表２－１　公共側と民間側の第３セクターの設立の動機・参画目的
出所：出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　№１３』（１９９５年９月）
２７頁。
第３セクターの概念と定義５０
（民間側）（公共側）
●新規事業機会の確保
（ビジネスチャンス）
●リストラの一環
●経営ノウハウの活用（提供・吸収）
●資金活用（提供、吸収）
●人材活用
●遊休地等資源の活用
●企業イメージの向上
●地方公共団体との関係強化
●迅速な許認可事務の推進
●公的規制等の解除
●地域活性化・地域振興
（まちづくり・むらおこし）
●都市基盤整備
●産業振興
●雇用の機会の参加
●所得確保の機会
●民間の経営ノウハウの活用
●民間の資金活用
●民間の人材活用
●遊休地等資源の活用
Ⅵ　第３セクターの多様な事業方式
１　第３セクターの事業類型化
第３セクター事業の方法については、一般に認識されているよりも多種多様な事業形態があ
る。事業化の手法については、事業目的や事業内容によりそれぞれ異なることは改めていうまで
もない。第３セクター方式による事業の形態について、各種の事例について詳細に分析すると、
次のような視点から事業類型化できる。
主たる事例分析に基づき典型的な事業分担の方法の観点より第３セクター事業を類型化する
と、①《計画立案～施設整備～管理運営》に至るまでの事業開発の進捗状況の観点、②公共と民
間の役割分担および事業主体の区分の観点より類型化すると、基本的に、次のような４つの典型
的な事業類型のタイプに分類される４）（図２－１）。
２　施設整備主体と管理運営主体の関係
また、主たる事例分析に基づき典型的な「施設整備主体と管理運営主体の関係」の観点より、
開発プロジエクト事業について、第３セクター事業を類型化すると、基本的に、次のような典型
的な事業類型のタイプに分類される５）（表２－２）。
３　第３セクターの事業類型・業務類型
また、第３セクター事業について、実際の事業事例に基づき事業類型と業務内容の関係性の観
点より捉えると、次のような観点より類型化できる。すなわち、①事業化の類型、②事業の特徴、
③事業・業務形態、④主な業務内容の観点より事業類型化すると、次の表２－３のように類型化
される６）。
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図２－１　第３セクターの事業の類型化
出所：出井信夫著『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第
３セクターの研究―』（地域計画研究所、２００２年）２４５頁。
表２－２　施設整備主体と管理運営主体の組み合わせ
出所：出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　　№１３』（１９９５年９
月）３０頁。
第３セクターの概念と定義５２
民間
第３セクター
（財団を含む）
公共
管理運営主体
施設整備主体
民間委託型
（間接経営型）
公共施設の
官民協働経営型
（後任３セク経営型）
典型的な
公共事業
公共
－
典型的な
第３セクター事業
－第３セクター
典型的な
民間事業
－－民間
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表
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－
３
　
第
３
セ
ク
タ
ー
の
事
業
化
の
類
型
と
主
な
業
務
内
容
５
　
特
別
立
法
に
基
づ
く
法
定
地
方
三
公
社
に
よ
る
事
業
方
式
４
　
金
融
サ
ー
ビ
ス
支
援
型
の
行
政
代
行
・
補
完
型
の
第
３
セ
ク
タ
ー
事
業
方
式
３
　
行
政
業
務
の
代
行
・
補
完
型
の
役
務
提
供
サ
ー
ビ
ス
の
第
３
セ
ク
タ
ー
事
業
方
式
２
　
典
型
的
な
施
設
運
営
委
管
理
型
の
第
３
セ
ク
タ
ー
事
業
方
式
１
　
典
型
的
な
自
立
型
の
第
３
セ
ク
タ
ー
事
業
方
式
事
業
化
の
類
型
公
有
地
の
拡
大
法
等
、
法
律
に
基
づ
き
行
政
の
業
務
を
代
行
す
る
特
別
法
人
で
あ
る
（
自
治
体
と
一
体
的
に
業
務
を
進
め
る
）
施
設
整
備
や
施
設
の
管
理
運
営
を
受
託
す
る
ケ
ー
ス
と
は
異
な
る
。
金
融
機
関
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
代
行
・
補
完
的
な
業
務
を
行
う
ケ
ー
ス
で
あ
る
（
一
部
は
施
設
運
営
管
理
業
務
と
代
行
・
補
完
型
の
付
帯
的
・
付
随
的
業
務
と
し
て
含
む
）
施
設
整
備
や
施
設
の
管
理
運
営
を
委
託
す
る
ケ
ー
ス
と
は
異
な
る
。
行
政
業
務
の
代
行
。
補
完
的
な
業
務
で
あ
り
、
役
務
提
供
業
務
を
行
う
ケ
ー
ス
で
あ
る
（
施
設
管
理
運
営
業
務
委
託
に
付
帯
・
付
随
的
に
行
わ
れ
る
ケ
ー
ス
を
含
む
）
計
画
立
案
～
施
設
建
設
～
資
金
調
達
ま
で
は
、
一
貫
し
て
自
治
体
が
施
設
整
備
を
行
う
。
管
理
運
営
の
み
を
委
託
さ
れ
第
３
セ
ク
タ
ー
が
事
業
を
行
う
ケ
ー
ス
で
あ
る
（
一
部
、
自
社
固
有
の
施
設
所
有
を
含
む
）
計
画
立
案
～
施
設
建
設
～
資
金
調
達
～
管
理
運
営
ま
で
を
一
貫
し
て
、
第
３
セ
ク
タ
ー
が
自
ら
事
業
を
実
施
す
る
典
型
的
な
自
立
型
の
第
３
セ
ク
タ
ー
事
業
方
式
で
あ
る
事
業
の
特
徴
１
　
土
地
開
発
公
社
２
　
地
方
住
宅
供
給
公
社
３
　
地
方
道
路
公
社
の
３
つ
が
あ
る
代
表
的
な
事
例
は
、
金
融
関
連
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
、
補
助
金
等
の
交
付
や
金
銭
の
貸
付
な
ど
を
行
政
の
代
行
的
に
行
う
ケ
ー
ス
で
あ
る
代
表
的
な
事
例
は
、
国
際
交
流
や
人
材
育
成
、
研
修
、
普
及
啓
発
活
動
な
ど
を
中
心
に
し
た
行
政
業
務
の
代
行
・
補
完
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
ケ
ー
ス
で
あ
る
代
表
的
な
事
例
は
商
業
と
公
益
施
設
や
公
の
施
設
等
が
一
体
的
に
整
備
さ
れ
た
施
設
を
、
一
元
的
に
管
理
運
営
受
託
す
る
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
代
表
的
な
事
例
は
商
業
施
設
等
と
公
共
公
益
施
設
等
を
一
体
的
に
開
発
す
る
も
の
（
施
設
は
区
分
所
有
形
態
の
ケ
ー
ス
の
も
の
を
含
む
）
事
業
・
業
務
形
態
１
　
補
助
金
・
助
成
金
の
交
付
２
　
金
銭
貸
付
・
債
務
保
証
等
３
　
基
金
の
活
用
に
よ
る
助
成
等
４
　
そ
の
他
１
　
人
材
交
流
・
人
材
派
遣
２
　
普
及
啓
発
・
指
導
・
相
談
３
　
研
修
・
技
術
支
援
４
　
検
査
・
分
析
・
研
究
５
　
調
査
研
究
６
　
催
事
企
画
・
イ
ベ
ン
ト
等
７
　
ス
ポ
ー
ツ
振
興
８
　
文
化
振
興
９
　
情
報
提
供
・
情
報
分
析
１０
　
共
済
組
合
等
１１
　
そ
の
他
１
　
公
の
施
設
１
：
体
育
・
ス
ポ
ー
ツ
施
設
関
連
施
設
等
２
　
公
の
施
設
２
：
文
化
ホ
ー
ル
図
書
館
等
文
教
関
連
施
設
３
　
公
の
施
設
３
：
博
物
館
・
郷
土
資
料
館
等
の
多
機
能
複
合
施
設
４
　
公
益
施
設
と
商
業
施
設
等
の
多
機
能
複
合
施
設
５
　
賃
貸
業
務
施
設
（
住
宅
）
等
複
合
施
設 ６
　
商
業
（
業
務
）
施
設
等
の
管
理
運
営
７
　
宿
泊
施
設
等
の
管
理
運
営
８
　
日
帰
り
温
泉
施
設
等
の
管
理
運
営
９
　
飲
食
・
物
産
販
売
施
設
等
の
管
理
１０
　
産
業
振
興
・
基
盤
施
設
等
の
管
理
１１
　
製
造
・
販
売
施
設
等
の
管
理
運
営
１２
　
駐
車
場
施
設
等
の
管
理
運
営
１３
　
ゴ
ミ
収
集
お
よ
び
処
理
施
設
の
管
理
運
営
１４
　
そ
の
他
１
　
工
業
（
住
宅
用
地
等
の
分
譲
地
開
発
２
　
公
益
施
設
と
商
業
施
設
等
の
多
機
能
複
合
施
設
３
　
賃
貸
業
務
施
設
（
住
宅
）
等
複
合
施
設
４
　
宿
泊
施
設
等
の
施
設
整
備
事
業
５
　
産
業
振
興
・
基
盤
施
設
等
の
整
備
６
　
テ
ー
マ
パ
ー
ク
施
設
７
　
リ
ゾ
ー
ト
施
設
（
観
光
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
）
８
　
駐
車
場
施
設
・
開
発
整
備
事
業
９
　
製
造
・
販
売
施
設
等
の
整
備
事
業
１０
　
新
交
通
シ
ス
テ
ム
・
鉄
道
新
線
１１
　
地
方
鉄
道
（
旧
国
鉄
地
方
特
定
交
通
線
／
在
来
線
の
転
換
）
等
１２
　
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
１３
　
産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
１４
　
情
報
関
連
基
盤
整
備
１５
　
そ
の
他
主
な
業
務
内
容
出
所
：
出
井
信
夫
編
著
『
都
市
・
地
域
政
策
と
公
民
連
携
・
協
働
－
Ｐ
Ｐ
Ｐ
・
Ｐ
Ｆ
Ｉ
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
基
金
・
公
益
信
託
・
第
３
セ
ク
タ
ー
の
研
究
－
』（
地
域
計
画
研
究
所
、
２０
０２
年
）
２４
６
頁
。
４　リゾート開発事業における典型的な事業開発方式
リゾート開発事業における典型的な事業開発方式について、第３セクターによる事業開発方式
を中心に、土地信託方式、借地方式など、各種の事業開発方式の代表的な事例について詳解する
と、次の表２－４のように類型化される７）。
表２－４　リゾート事業開発の類型化
（注）同社は、解散したので現在は存在しない。
また、この表中には、経営危機により民事再生法の適用申請、特別清算などをしているも
のもある点に留意されたい。
出所：出井信夫編著『リゾート事業戦略研究資料集』（綜合ユニコム、１９９１年）３７頁。
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運営管理主体主な資金調達法・モデル事業土地・建物の所有形態用地の取得方法リゾート名
第３セクター・㈱ルネ
サンス棚倉
リーディング・プロジェク
ト、地方債
棚倉町所有民有地／全面買収ルネサンス棚倉（福島県）
第３セクター・㈱ハー
モニーランド
開銀ＮＴＴ無利子融資、都
市公園整備事業
大 分 県、㈱ ハ ー モ
ニーランド所有
公有地・民有地／全
面買収
ハーモニーランド（大分県）
年金保養協会大規模年金保養基地構想年金福祉事業団所有公有地／全面買収グリーンピア津南（新潟県）
第３セクター・安比総
合開発㈱
北東公庫等からの協調融資
安比総合開発㈱所有
（国有地は借地）
国有地／借地
民有地／全面買収
安比総合開発（岩手県）
第３セクター・紀伊長
島レクリエーション
都市開発㈱
大規模レクリエーション都
市構想
三重県、紀伊長島レ
クリエーション都市
開発㈱所有
民有地／全面買収
紀伊長島レクリエーショ
ン都市（三重県）
第３セクター・㈱石炭
の歴史村観光
一般財源、地方債等
夕張市、㈱石炭の歴
史村観光所有
民有地／全面買収石炭の歴史村
村山市余暇開発公社一般財源、地方債等村山市所有公有地／全面買収クアハウス碁店（山形県）
津南地域活性化セ
ンター
地域総合整備事業費、一般
財源
津南町所有公有地／全面買収クアハウス津南（新潟県）
盛岡地域地場産業
振興センター
高度化事業資金、県・市助
成金
盛岡地域地場産業
振興センター各工房
所有
民有地／全面買収盛岡手づくり村（岩手県）
第３セクター・松原湖
高原開発㈱
開銀ＮＴＴ無利子融資松原湖高原開発㈱借地財産区／借地
小海リゾートシティ
　・リエックス（長野県）
第３セクター・河津リ
ゾート㈱＊
銀行借入予定河津リゾート㈱借地
財産区・民有地／借
地
河津リゾート（静岡県）
㈱アオノリゾート土地信託制度兵庫県所有公有地／土地信託青野運動公苑（兵庫県）
第３セクター・吉備高
原建部観光㈱
家族旅行制度㈱西洋環境開発所有財産区／全面買収たけべの森（広島県）
㈱ホテルアルファ
㈱アルファホーム
自社資金、借入金
㈱アルファ・コーポ
レーション所有
民有地／全面買収
アルファリゾート・トマム
（北海道）
㈱世田谷川場ふるさ
と公社
一般財源、地方債、積立基金世田谷区所有民有地／買収・借地世田谷区健康村（東京都）
Ⅶ　新たな公民連携の誕生
　
近年、国民の所得水準の向上に伴い行政需要が複雑かつ多様化する中で、公共部門の財政悪化に
より財政負担による対応は困難なこと、効率的な社会資本整備を図るため民間の資金・ノウハウや
活力を活用し公共サービスの供給を推進する考え方が高まり、「民間資金の活用による公共施設等
の整備等の促進に関する法律」、通称ＰＦＩ事業推進法が施行され、ＰＦＩ方式が注目されている。
一方、ボランティア活動などの非営利活動が近年の閉塞的な地域社会の活性化にとって極めて有
効でかつ大きな役割を果たすものであると期待され、これら一定の条件を備えた市民活動団体をＮ
ＰＯ法人として認証し活動を支援しやすくするため、「特定非営利活動促進法」、通称ＮＰＯ法が施行
され、ＮＰＯが多数設立されたことは周知のとおりである。
　今後、社会資本整備のみならず広く公共財と私的財の中間領域に位置する分野、すなわち「準
公共財」「地域公共財」と呼ばれる事業分野における公的サービスの供給に関して、公共部門と民間
部門とが協力して事業推進を図るという観点より、「公民協力」「事業連携」「公民連携」「公民協働」
に関する研究、また地域社会における事業の「連携」「協力」「協働」方法の観点より、さらに事業
目的と事業内容に応じた最適な事業手法を検討する観点より、「地方公社・第３セクター」「ＰＦＩ」
「ＮＰＯ」「基金」「公益信託」に関する研究を進める必要がある。
（注）
１）　公共投資ジャーナル社編『第３セクター』（公共投資ジャーナル社、１９８５年８月）５９頁。
２）　出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研究―』
（地域計画研究所、２００２年３月）２４２－２４４頁。
３）　出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　Ｎｏ１３』（１９９５年９月）２７頁。
４）　出井信夫，前掲書，２４４－２４５頁。
５）　上掲書，２４５－２４６頁。
６）　出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　第１３号』（１９９５年６月）３１頁。
７）　出井信夫編著『リゾート事業戦略研究資料集』（綜合ユニコム、１９９１年）３６－４０頁。
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第３章　地方公社と第３セクターの定義・設立状況
Ⅰ　地方公社の定義と調査対象法人
１　地方公社の定義
総務省（旧自治省）では、３年に１度、全国の自治体における自治体の出資法人の状況につい
て調査し、「地方公社の調」として公表されている。１９９９年（平成１１年）調査については、自治大
臣官房地域政策室『地方公社の現況』（２０００年３月）としてまとめられている１）。
この調査対象法人の「地方公社」は、自治体が出資する自治体の出資法人で、次の事項に該当
する法人である。
　公社、協会、基金、株式会社等その名称の如何にかかわらず民法又は商法（有限会社法を
含む。以下同じ）の規定に基づいて設立された法人
①　単独の地方公共団体の出資割合が２５％以上の法人：民法法人と商法法人
②　単独の地方公共団体の出資割合が２５％未満の法人：民法法人と商法法人
　特別法の規定に基づき設立された地方住宅供給公社、地方道路公社および土地開発公社
２　地方公社の調査対象法人
旧自治省が１９５５年代（昭和３０年代）以降、これまで３年に１度、各調査年の１月１日現在にお
いて調査してきた全国自治体の出資法人調査「地方公社の調」においては、１９９０年（平成２年）
１月１日現在で調査された「地方公社」の調査対象法人までは、前述した地方公社の定義におい
て、①および②が対象とされていた。
ちなみに、②については、１９９３年（平成５年）１月１日の調査では従来の地方公社の定義に
追加された「付加調査」として調査され、初めて②単独の自治体の出資割合が２５％未満の出資法
人（民法法人と商法法人）が調査対象とされた。
したがって、前述の「地方公社」の定義に該当する調査対象法人が調査されたのは、１９９６年
（平成８年）調査以降の調査からであり、１９９９年（平成１１年）および２００２年（平成１４年）調査の
対象法人である。近年のこれらの調査と１９９３年（平成５年）以前における各調査年の調査対象範
囲については、調査対象法人の定義・範囲が基本的に相違する点に留意する必要がある２）。
Ⅱ　地方公社の設立状況
１　地方公社の設立状況の推移
各調査年版の「地方公社の調」によれば、全国の地方公社総数は、１９８７（昭和６２年）年１月１
日現在では４，７２０公社であった。
それ以降、地方公社総数は１９９０年（平成２年）１月１日現在では５，４７７公社、１９９３（平成５年）
年１月１日現在では８，２４６公社、１９９６年（平成８年）１月１日現在で９，３４４公社、１９９９年（平成１１
年）１月１日現在で１０，１３５公社と推移してきた。
第３セクターの概念と定義５６
さらにその後、２００３年（平成１５年）３月２７日に総務省自治財政局地域企業経営企画室より発表
された、２００２年（平成１４年）１月１日現在の調査によれば、全国の地方公社総数は１０，１５９公社と
漸次増加してきた３）。
２　１９９９年（平成１１年）調査における地方公社の設立状況
本論文では、『最新版の地方公社』として旧自治省より発表された１９９９年（平成１１年）１月１日
現在で調査された地方公社の設立状況に基づき述べる４）。
この調査では、前回１９９６年（平成８年）調査に比べ７９１法人、８．５％増加している。①前々回調査
と前回調査、②前回調査と今回調査の増加数および増加割合を比べると、前者に比べ後者の増加
数・増加割合は、若干減少する傾向にあるが、依然増加傾向を示していることが大きな特徴である。
１９９９（平成１１年）年調査では、１９９６年（平成８年）調査と同様に、単独の自治体の出資割合が
２５％未満の法人についても正式に調査対象法人とされ集計されている点が、前々回１９９３年（平成
５年）までの調査方法とは大きく相違する点である。
　業務分野別・法人形態別の設立状況
１９９９年（平成１１年）調査の地方公社総数１０，１３５法人を「法人別」にみると、民法法人は４，９５４
法人で、そのうち①財団法人は４，４０６法人、②社団法人は５４８法人である。
それに対して、商法法人は３，４８４法人で、そのうち①株式会社は３，２６６法人、②有限会社は２１８
法人である。
他方、土地開発公社や住宅供給公社等の特別法人である地方三公社は１，６９７法人である（表３
－１）５）。
次に「業務分野別」に概況をみる。地方公社総数１０，１３５公社のうち最も多い業務分野は公用・
公益施設用地、住宅用地、内陸・臨海工業用地、流通業務用地等の土地の取得・造成等を行な
う「地域・都市開発関係」で２，２２３法人、２１．９％に達する。このうち自治体が全額出資している
特別法人の「土地開発公社」が１，５９７法人、７１．８％（１，５９７公社／２，２２３公社）と、その大半を占
めていることに留意する必要がある。
次いで多い順にあげると、「観光・レジャー関係」は１，４１２法人、１３．９％、「農林水産関係」は
１，３８０公社、１３．６％、「教育・文化関係」は１，２１７法人、１２．０％、「その他」は１，１０８法人、１０．９％
となっている。
さらに「業務分野別・法人形態別」に設立状況をみる。
「民法法人」の業務分野別・法人形態別の公社数をみると、民法法人４，９５４法人のうち最も多
い業務分野は「教育・文化関係」で１，１７９法人、２３．８％である。次いで多い順にあげると、「農
林水産関係」は８０９法人、１６．３％、「社会福祉・保険医療関係」は７２９法人、１４．７％、「その他」
は４６６法人、９．４％、「商工関係」は３９９法人、８．１％、「観光・レジャー関係」は３９７法人、８．０％
と続く。「地域・都市開発関係」は３８８法人、７．８％にすぎない。
一方、「商法法人」の業務分野別法人形態別の公社数をみると、商法法人３，４８４法人のうち最
も多い業務分野は「観光・レジャー関係」で１，０１５法人、２９．１％である。次いで多い順にあげる
と、「その他」は６４２法人、１８．４％、「農林水産関係」は５７１法人、１６．４％、「運輸・道路関係」は
３９２法人、１１．３％、「商工関係」は３０３法人、８．７％と続く。
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一般に、第３セクター方式による業務分野が多いと考えられている「地域・都市開発関係」
はわずか２３８法人、６．８％にすぎない。
また、土地開発公社等の特別法人の法定三公社１，６９７公社を除く法人、すなわち民法法人
４，９５４法人と商法法人３，４８４法人の両者を加えた８，４３８法人の業務別分野についてみると、最も
多い業務分野は「観光・レジャー関係」で１，４１２法人、１６．７％である。
ちなみに、前回の調査で最も多い業務分野の法人は、「農林水産関係」であった。今回の調査
では、「観光・レジャー関係」が最も多く数値が逆転していることが特徴的である。次いで多い
順にあげると、「農林水産関係」は１，３８０法人、１６．４％、「教育・文化関係」は１，２１７法人、１４．２％、
「その他」は１，１０８法人、１３．１％、「社会福祉・保健医療関係」は７５１法人８．９％、「商工関係」は
７０２法人、８．３％、「運輸・道路関係」は４５３法人、５．４％と続く。
それに対し、「地域・都市開発関係」はわずか６２６法人、７．４％にすぎない。
一般に、第３セクター方式は、「地域・都市開発関係」の事業分野が多いと巷間いわれてい
る。しかしながら、第３セクターの定義により法人の数値は相違するが、統計資料を詳細に分
析するとその実態は相当異なることが分かる。第３セクターに関する統計数値が理解されず
に、不正確な情報が氾濫していることが理解されるであろう。
　業務分野別・自治体出資割合別の設立状況
自治体出資割合の観点より、「業務分野別・自治体出資割合別」についてみる６）（表３－２）。
①単独および複数の自治体が１００％全額出捐・出資している地方公社は４，２２１法人、４１．６％
（４，２２１法人／１０，１３５法人）ある。このうち最も多い業務分野は、「地域開発・都市開発関係」
で１，８９３法人、全体の４４．８％（１，８９３法人／４，２２１法人）と約半数を占めている。
ただし、「地域・都市開発関係」法人のうち、特別法人の「土地開発公社」は１，５９７法人あり、
「地域・都市開発関係」法人の８４．４％（１，５９７法人／１，８９３法人）と、その大半を占めているこ
とに留意する必要がある。
次いで多い順にあげると、「教育・文化関係」は７５３法人、１７．８％、「観光・レジャー関係」は
３２７法人、７．７％、「社会福祉・保健医療関係」は３０９法人、７．３％、「その他」は２５７法人、６．１％と続く。
また、②自治体の出捐・出資比率が５０％以上～１００％未満の地方公社は２，９４２法人ある。この
中で最も多い業務分野は「農林水産関係」で７０７法人、２４．０％（７０７法人／２，９４２法人）である。
次いで多い順にあげると、「観光・レジャー関係」は６１３法人、２０．８％、「商工関係」は３０４法人、
１０．３％、「教育・文化関係」は２７５法人、９．３％、「社会福祉・保健医療関係」は２４３法人、８．３％
と続いている。
それに対し、「地域開発・都市開発関係」は１５３法人、５．２％にすぎない。
さらに、③自治体の出捐・出資比率が５０％未満、すなわち民間企業が５０％以上出資する地方
公社２，９７２公社をみる。
この中で最も多い業務分野は「その他」で６１３公社、２０．６％である。
次いで多い順にあげると、「農林水産関係」は５４７法人、１８．４％、「観光・レジャー関係」は
４７２法人、１５．９％、「商工関係」は２８２法人、９．５％、「運輸・道関係路」は２２０法人、７．４％、「社
会福祉・保健医療関係」は１９９法人、６．７％、「教育・文化関係」は１８９法人、６．４％と続く。
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一方、「地域開発・都市開発関係」は１７７法人、６．０％にすぎない。
このように、民間企業が５０％以上出資している「民間企業主導型」と呼ばれる地方公社の中
でも、「地域開発・都市開発関係」は１７７法人、６．０％と極めて割合が低いことが特徴的である。
もちろん、「地域開発・都市開発関係」の第３セクターの設立件数が少ないからといって公社に
内在化する問題が少ない、というわけではない。設立件数が少なくても問題が山積している場
合があることはいうまでもない。
一般に、「地方公社・第３セクター事業は地域開発・都市開発関係の法人が多い」と人口に膾
炙されているが、このように統計資料を詳細に分析すると、これは大きな誤解、曲解であると
いうことが理解されよう。
３　２００２年（平成１４年）調査における地方公社の設立状況
総務省自治財政局地域企業経営企画室より、２００３年３月２７日、２００２年（平成１４年）１月１日現
在で調査された最新の地方公社の設立状況について、報道資料として「第三セクター等の状況に
関する調査結果」が発表された。今回の調査における対象法人は、２０００年度「平成１２年度」か
ら実施されている「第三セクター等の状況に関する調査」（調査対象法人は自治体の出資比率が
２５％以上の商法法人・民法法人の経営実態調査）に加え、これまで３年に１度実施されている
「地方公社等に関する調査」（調査対象法人は自治体が出資している商法法人・民法法人および地
方住宅供給公社、地方道路公社および土地開発公社）が併せて実施された調査結果が発表され
た７）。
今回の調査では、前回１９９９年（平成１１年）調査に比べ２４法人、０．２％増加している。①前々回調
査と前回調査、また②前回調査と今回調査の増加数および増加割合を比べると、前者に比べ後者
の増加数・増加割合は大幅に減少していることが特徴的である。
　業務分野別・法人形態別の設立状況
２００２年（平成１４年）１月１日調査の地方公社の設立状況について、地方公社総数１０，１５９公社
を「法人別」にみると、民法法人は４，７６９公社で、そのうち①財団法人は４，２４３公社、②社団法
人は５２６公社である。それに対し、商法法人は３，７０７公社で、そのうち①株式会社は３，４２２社、②
有限会社は２８５社である。また、土地開発公社や住宅供給公社等の特別法人である地方三公社
は１，６８３公社である８）（表３－３）。次に「業務分野別」に概況をみる。概ね、前回１９９９年調査
結果と同様の傾向を示している。地方公社総数１０．１５９公社のうち最も多い業務分野は土地開発
等の業務を行う開発公社等の「地域・都市開発関係」で２，１９７法人、２１．６％に達する。このうち
自治体が全額出資している特別法人の「土地開発公社」が１，５８３法人、７２．１％（１，５８３法人／２，１９７
法人）と、その大半を占めていることに留意する必要がある。
次いで多い順にあげると、「観光・レジャー関係」は１，４８４法人、１４．６％、「農林水産関係」
は１，４４２法人、１４．２％、「教育・文化関係」は１，２５０法人、１２．３％、「その他」は１，０５４法人、１０．４％
となっている。
さらに「業務分野別・法人形態別」に設立状況をみる。この観点よりみた設立状況について
も、概ね、前回１９９９年調査結果と同様の傾向を示している。詳細な説明は省略する。
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　自治体の出資割合別の設立状況
前回調査と同様に、自治体出資割合の観点より「業務分野別・自治体出資割合別」について
分析を試みようとしたが、残念ながら公表された「報道資料」には同種類の統計資料がないた
め、詳細については不明である。
したがって、ここでは、「団体別・自治体出資割合別」についてみる９）（表３－４）。
出資法人に対する自治体からの出資割合をみると、単独および複数の自治体が１００％全額出
捐・出資している商法法人は１３３法人、３．６％にすぎないのに対し、民法法人は２，３２５法人、
４８．４％と過半数に達することが特徴的である。
商法法人については、民法法人に比べ、自治体からの出資割合が相対的に低い。自治体出資
法人の中で、１００％全額出捐・出資されている民法法人をみると、都道府県の出資法人は４８２法
人、２５．４％、指定都市の出資法人は１７３法人、５５．６％であるのに対し、市区町村の出資法人は
１，６７０法人、６５．３％と相対的に高いことが特徴的である。
一方、単独および複数の自治体が２５％未満出捐・出資している商法法人は１，０９５法人、２９．５％
と４分の１を超えているが、逆に、民法法人は３５０法人、７．３％にすぎない。この２５％未満の出
捐・出資している商法法人をみると、都道府県の出資法人は２８２法人、４２．２％、指定都市の出資
法人は１０８法人、４２．５％、と過半数に近いのに対し、市区町村の出資法人は７０５法人、２５．３％と
相対的に低いことが特徴的である。
このように、地方公社の業務分野について、地方公社の各業務分野の分類を示したものが表
３－５である１０）。
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表３－３　第３セクター等の業務分野
注：　原典には次の注記がある。
表、グラフ等については、端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある（以下の表、グラ
フにおいて同じ）。
出所：財団法人自治総合センター『第三セクターに関する研究会報告書』（２００３年）３８頁。
表３－４　自治体の出資割合別法人数の状況
出所：同上，４４頁。
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土地開発
公　　社
地方道路
公　　社
地方住宅
供給公社
財団法人社団法人有限会社株式会社合　　計業務分野
１，５８３－－３５６１１２２４５２，１９７地域・都市開発
－－５７７８２１６８２０６住宅・都市サービス
－－－３８５２９７２９９８１，４８４観光・レジャー
－－－４０１３８４１４７５１０１，４４２農林水産
－－－３４４１５１７３４３７１９商工
－－－６１９１２１２１６５３社会福祉・保健医療
－－－２１４５１０７６３０５生活衛生
－４３－６７１１５３９３５１９運輸・道路
－－－１，１６５３３５４７１，２５０教育・文化
－－－７３５－８８６公害・自然環境保全
－－－１０４－１０３１１７情報処理
－－－１２４１１１１２７国際交流
－－－４０７２４１４６０９１，０５４その他
１，５８３４３５７４，２４３５２６２８５３，４２２１０，１５９計
財団法人
合計
地方公共団体からの出資割合
１００％
２/３以上
１００％未満
１/２以上
２/３未満
１/４以上
１/２未満
１/４未満
構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数
１００％６６９０．６％４８．４％５６１８．８％１２６３０．０％２０１４２．２％２８２都道府県
１００％２５４３．１％８５．１％１３１６．９％４３３２．３％８２４２．５％１０８指定都市
１００％２，７８４４．３％１２１２１．２％５９０２８．０％７８０２１．１％５８８２５．３％７０５市区町村
１００％３，７０７３．６％１３３１７．８％６５９２５．６％９４９２３．５％８７１２９．５％１，０９５計
民法法人
合計
地方公共団体からの出資割合
１００％
２/３以上
１００％未満
１/２以上
２/３未満
１/４以上
１/２未満
１/４未満
構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数構成比法人数
１００％１，９００２５．４％４８２２８．８％５４７１２．６％２３９２０．７％３９３１２．６％２３９都道府県
１００％３１１５５．６％１７３１５．８％４９１２．５％３９８．０％２５８．０％２５指定都市
１００％２，５５８６５．３％１，３７０１７．８％４５６８．２％２１０５．３％１３６３．４％８６市区町村
１００％４，７６９４８．８％２，３２５２２．１％１，０５２１０．２％４８８１１．６％５５４７．３％３５０計
表３－５　各業務分野の分類
出所：同上，３９頁。
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分　 　 類業 務 分 野
土地開発等の業務を行う開発公社・開発財団、住宅団地・工業
団地造成事業等を行う法人、土地区画整理協会、公園協会、ス
テーションビル、土木工事の設計監理業務を行う法人、都市計
画の調査を行う法人等
地域・都市開発
住宅サービス公社、住宅協会、建築士協会、建築技術センター、
ガス供給会社、熱供給公社等
住宅・都市サービス
観光開発公社、観光物産振興公社、観光振興公社、観光バス会
社、レジャー施設の管理運営を行う法人等
観光・レジャー
農地保有合理化法人、農産物安定基金協会、造林公社、畜産公
社、漁業公社、家畜畜産物衛生指導協会、牛乳検査協会、農業
後継者育成協会、緑化センター、農業（林業、漁業）信用基金
協会、林業従事者退職金共済基金、水産公害対策基金、第一次
産業活用村、ワイン製造会社、農林水産関係の特産物の製造、
販売、宣伝等を行う法人、農産物・畜産物・水産物の流通業務
を行う法人等
農林水産
中小企業振興公社、地場産業振興センター、高度技術振興財団
（テクノポリス開発機構等）、工業技術振興協会、中小企業情報
センター、コンベンションビューロー、中小企業会館、産業展
示館、工業材料分析センター、産業振興基金、国際貿易センタ
ー、特産品の製造、販売、宣伝等を行う法人（農林水産関係の
特産品に関するものを除く）等
商工
国民年金福祉協会（国民年金保養センターの受託運営）、大規模
年金保養基地の受託運営を行う法人、勤労者いこいの村の管理
運営を行う法人、環境衛生指導センター、長寿社会振興財団、
高齢者問題研究協会、高齢者問題研究所、アイバンク・腎バン
ク、社会福祉基金、交通事故被災者援護協会、検診センター、
救急医療情報センター、医学総合研究所、民間社会福祉施設職
員共済財団、シルバー人材センター、労働者福祉協会等
社会福祉・保健医療
水道サービス協会、下水道公社、一般廃棄物（ゴミ、し尿等）
及び産業廃棄物の処理を行う法人、ゴミの減量、リサイクルの
推進を行う法人等
生活衛生
フェリーふ頭公社、高速道路協会、空港ターミナルビル、鉄道、
モノレール、流通ターミナル、駐車場公社等
運輸・道路
埋蔵文化財センター、私学振興協会、育英奨学会、体育協会、
生涯学習協会、交響楽団、市民会館等の管理等を行う法人等
教育・文化
公害防止協会、自然保護財団、緑の基金等公害・自然環境保全
電子計算機センター、流通業務サービス協会等情報処理
国際交流協会、国際交流基金等国際交流
庁舎・職員会館の管理を行う法人、行政情報センター、消防協
会、暴力団追放県民センター、テレビ放送会社（ケーブルテレ
ビ会社を含む）、シンクタンク（都市計画など特定の目的・業務
を持つものは当該業務に分類すること）等
その他
Ⅲ　地方公社の定義・調査と第３セクターの定義・調査の相違
地方公社については、前述したように、これまで用いられてきた定義は、近年一部変更されてい
ることに基本的に留意する必要がある。「自治体の出資法人」である地方公社に対する調査は、これ
まで３年に１度実施されている。この「地方公社等の調」では、調査対象法人は自治体が出資して
いる商法法人・民法法人および地方住宅供給公社、地方道路公社および土地開発公社である。この
調査では、「分野別」「業務別」「出資割合別」などの観点より、統計資料に実態がよく整理分析され
ている。
前述したように、総務省自治財政局地域企業経営企画室より、２００３年（平成１５年）３月２７日、２００２
年（平成１４年）１月１日現在で調査された最新の地方公社の設立状況について、報道資料として
「第三セクター等の状況に関する調査結果」が発表された。
この調査の調査対象法人は、２０００年度（平成１２年度）から実施されている「第三セクター等の
状況に関する調査」で、調査対象法人は自治体の出資比率が２５％以上の商法法人・民法法人であり、
その経営実態について調査されたものである。
加えて、これまで３年に１度実施されてきた「地方公社等に関する調査」で、これまでと同様
に、調査対象法人は自治体が出資している商法法人・民法法人および地方住宅供給公社、地方道路
公社および土地開発公社のいわゆる法定三公社についての設立状況が把握されたわけである。この
ように、総務省における全国調査においても、第３セクターとして捉えられて調査されている範囲
は、基本的に異なる点に留意する必要がある。
ちなみに、第３セクターに関しては、この「地方公社の調」に基づき、自治体の出資法人の中か
ら、第１章７で定義した該当法人を抽出し、経営実態調査をすることになる。ただし、残念ながら、
この地方公社の調における統計資料からは経営実態などついては明確にすることができない。
その観点からすれば、全国の第３セクターを対象に、全国で初めて第３セクターの経営状況調査
が、旧自治省財政局指導課により調査されたもので、１９９９年（平成１１年）１２月２７日に「第三セクター
の経営状況に関する調査結果について」と題して、報道資料として公表された調査結果資料（第８
章で調査結果資料を詳細に詳解する）、および現総務省自治財政局地域企業経営企画室より発表さ
れた２００１年度（平成１３年度）から実施されている「第三セクター等の状況に関する調査」に基づき
第３セクターの経営実態を把握することが、現時点では最善の方法である。
この調査では、自治体の出資比率が２５％以上の商法法人・民法法人とされている。この調査対象
には自治体の出資比率が１００％全額出捐・出資された商法法人・民法法人が含まれているなど、第１
章で定義した、いわゆる、第３セクターの定義からすれば、その意味では一部正確性に欠ける点が
みられるが、このような全国調査では、種々の条件を付けて調査すると間違いが増えるため、致し
方ないことといえる。
なお一部の論者の中には、この地方公社の調べの資料データを用いる中で、自らが定義した第３
セクターの定義とは異なる結果をよく分析検証せずに、不用意に概括的に第３セクターを批判する
者も少なくない。第３セクター問題の解決を混乱に陥れるのみならず、第３セクター問題を精確に
議論する妨げにもなり、留意すべきである。
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Ⅳ　第３セクターの定義と設立状況
１　第３セクターの定義
第３セクターの定義は、第１章Ⅶで述べている。また、「自治体」「地域」「企業」の三者間の相
互関連性については、第１章の図１－６および表１－１に示すとおりである。
２　第３セクターの設立状況
全国の第３セクターの設立状況を把握するには、前述の「地方公社の調」が最も的確な統計資
料である。現時点では、第３セクターに関して全国的な規模で調査された統計データ資料はほか
にはみいだすことはできない。したがって、本研究においても、この調査結果を用いるものであ
る。
　１９９３年（平成５年）調査における第３セクターの設立状況
１９９３年（平成５年）調査時においては、単独および複数の自治体が出資した割合が２５％以上
の地方公社は６，６５９公社で、このうち①土地開発公社などの法定三公社は１，６６０法人である。ま
た、②自治体が１００％全額出捐・出資する民法法人は２，１０８法人、商法法人は４７法人の計２，１５５法
人である。
一方、単独および自治体の出資割合が２５％未満の法人は、１，５８７法人ある。このうち単独の自
治体の出資比率は２５％未満ではあるが、複数の自治体等からそれぞれ出資されているため、結
果的に出資割合を合計すると１００％全額が自治体から出資されている法人は、②民法法人が１６
法人、商法法人が１法人の計１７法人である。
第３セクターの設立は、地方公社総数８，２４６公社のうち、①特別法人の法定三公社１，６６０法人、
②単独または複数の自治体が１００％全額出捐・出資した自治体出資法人（民法法人２，１２４法人、
商法法人４８法人の計２，１７２法人）の両者の合計３，８３２法人を除く、残りの法人（商法法人＋民法
法人＝狭義の第３セクター＋広義の第３セクター）であると定義される。
したがって、１９９３年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地方公社総数８，２４６公社のう
ち４，４１４法人、５３．５％に達すると推計される（表３－６）１１）。
　１９９６年（平成８年）調査における第３セクターの設立状況
同様に、１９９６年（平成８年）調査時における第３セクターの設立状況を地方公社総数９，３４４公
社より推計する。地方公社９，３４４公社のうち、①特別法人である法定三公社１，６９２法人、②単独
または複数の自治体が１００％全額出捐・出資している自治体出資法人（民法法人２，０６７法人、商
法法人６９法人の計２，１３６法人）の両者の合計３，８２８法人を除く、残りの法人（商法法人＋民法法
人）であると定義される。したがって、１９９６年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地
方公社総数９，３４４公社のうち、５，５１６法人、５９．０％に達すると推計される１２）（図３－１）。
　１９９９年（平成１１年）調査における第３セクターの設立状況
同様に、１９９９年（平成１１年）調査時における第３セクターの設立状況を地方公社総数１０，１３５
公社より推計する。この『地方公社の現況』（旧自治大臣官房地域政策室編）によると、現段階
では残念ながら情報・データが不足しているため、前述と同様の推計を行なうことは困難であ
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る。これまでの諸条件を勘案し、第３セクターの設立状況を推計する。
表３－６　第３セクターの設立状況（１９９６年現在）
出所：出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　№１３』２６頁。
したがって、前回と同様に、地方公社総数に占める第３セクターの割合を約６０％と推定すると、
約６，１００法人に達すると推計される。
　２００２年（平成１４年）調査における第３セクターの設立状況
同様に、２００２年（平成１４年）調査時における第３セクターの設立状況を地方公社総数１０，１５９
公社より推計する。地方公社１０，１９５公社のうち、①特別法人である法定三公社１，６８３法人、②単
独または複数の自治体が１００％全額出捐・出資している自治体出資法人（民法法人２，３２５法人、
商法法人１３３法人の計２，４５８法人）の両者の合計４，１４１法人を除く、残りの法人（民法法人２，４４４
法人＋商法法人３，５７４法人）であると定義される。
したがって、２００２年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地方公社総数１０，１５９公社の
うち、６，０１８法人、５９．２％に達すると推計される１３）（図３－１）。
ちなみに、自治体の出捐・出資法人において、商法法人は３，７０７公社あるが、このうち民間
企業等からの出資を得て設立された第３セクターは３，５７４法人であり、第３セクター化率は
９６．４％に達し、極めて高い割合を示していることがわかる。
一方、民法法人は４，７６９法人あるが、このうち民間企業等からの出捐を得て設立された第３
セクターは２，４４４法人で、第３セクター化率は５１．２％と過半数の５０％を超えている。
一般に、自治体が出資法人を設立するに際し、商法法人形態の出資法人を設立する場合には、
民間企業等からの出資を得て設立される第３セクター方式を採用するケースが極めて多いわけ
であるが、民法法人形態の出資法人を設立する場合においても、第３セクター方式が採用され
るケースが多いことは注目すべき点である。
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計商法法人民法法人特別法人
地 方 公 社
６，６５９１，２７７３，７２２１，６６０（単独の地方公共団体の出資割合２５％以上）
（３，８１５）（４７）（２，１０８）（１，６６０）（うち、１００％全額を公共団体が出資している法人）
２，８４４１，２３０１，６１４第３セクター
付加調査地方公社
１，５８７１，１１５４７２（単独の地方公共団体の出資割合２５％以上）
（１７）（１）（１６）（うち、１００％全額を公共団体が出資している法人）
１，５７０１，１１４４５６第３セクター
合　　　計
８，２４６２，３９２４，１９４１，６６０地方公共団体の出資法人の合計
（３，８３２）（４８）（２，１２４）（１，６６０）（うち、１００％全額を公共団体が出資している法人）
４，４１４２，３４４２，０７０第３セクター
図３－１　自治体出資法人「地方公社・第３セクター」の設立状況（１９９６年・２００２年現在）
出所：出井信夫「第３セクターの今日的課題」『都市政策』
（神戸都市問題研究所、２００３年１０月）５頁。
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商法法人→３，７０７法人（２，８９３法）
民間法人・出捐比率
商法法人・出資比率
①１００％全額出資　　　→２，３２５（２，０６７）
②５０％以上～１００％未満→１，５４０（１，２０２）
③２５％～５０％未満　　　→　５５４（　９３２）
④　　～２５％未満　　　→　３５０（　５５８）
①１００％全額出捐　　　→　１３３（　　６９）
②５０％以上～１００％未満→１，６０８（　８２０）
③２５％～５０％未満　　　→　８７１（　７５６）
④　　～２５％未満　　　→１，０９５（１，２４８）
民法法人・出捐比率
商法法人・出資比率
①民間企業の出資はない
②　　　　～　５０％未満
③５０％以上～　７５％未満
④７５％以上～１００％未満
①民間企業の出捐はない
②　　　　～　５０％未満
③５０％以上～　７５％未満
④７５％以上～１００％未満
（注）
１）自治大臣官房地域政策室『地方公社の現況』（２０００年３月）
２）「地方公社」の調査は、自治大臣官房地域政策室が３年に１度調査している。
この定義は、１９９６年調査時から採用された。１９９３年までの調査対象は、次の法人で調査月日は、いずれも各調
査年の１月１日現在である。①公社、協会、基金、株式会社等その名称の如何にかかわらず民法又は商法（有
限会社法を含む。以下同じ）の規定に基づいて設立された法人で単独の地方公共団体の出資割合が２５％以上の
法人：民法法人と商法法人、②特別法の規定に基づき設立された地方住宅供給公社、地方道路公社および土地
開発公社。　
したがって、１９９６年調査および１９９９年調査の各数値と１９９３年以前の調査数値は、基本的に、調査対象範囲が異
なることに留意する必要がある。
３）各調査年版の「地方公社の調」については、これまで出版社ぎょうせいより、『地方公社総覧』として刊行され
てきた。詳細な統計資料については各年版を参照されたい。　
４）自治大臣官房地域政策室『地方公社の現況』（２０００年３月）
５）上掲書，２６－２７頁。
６）上掲書，４６頁。
７）２００３年３月２７日、総務省自治財政局地域企業経営企画室より、２００２年１月１日現在で調査された地方公社の設
立状況が「第三セクター等の状況に関する調査結果」が報道資料として発表された。今回の調査の対象法人は、
①２０００年度（平成１２年度）から実施されている「第三セクター等の状況に関する調査」（調査対象法人は自治体
の出資比率が２５％以上の商法法人・民法法人の経営実態調査）に加え、②従前より３年に１度実施されている
「地方公社等に関する調査」（調査対象法人は自治体が出資している商法法人・民法法人および地方住宅供給公
社、地方道路公社および土地開発公社）の２つの調査結果があわせて発表された。
８）報道資料「第三セクター等の状況に関する調査結果」（総務省自治財政局地域企業経営企画室、２００３年３月２７
日）４頁および財団法人自治総合センター『第三セクターに関する研究会報告書』（２００３年）３８頁。
９）上掲資料，１０頁および上掲報告書，４４頁。
１０）上掲資料，５頁および上掲報告書，３９頁。
１１）出井信夫「第３セクターの現状と課題」『新潟産業大学経済学部紀要　第１３号』（１９９５年６月）３１頁。
１２）出井信夫「地方公社・第３セクターの再評価」『地域経営の革新と創造』（第３セクター研究学会編、発行透土
社／発売丸善、２０００年５月）７６頁。
出井信夫『都市・地域政策と公民連携・協働―ＰＰＰ・ＰＦＩ・ＮＰＯ・基金・公益信託・第３セクターの研
究―』（地域計画研究所、２００２年３月）２５４頁より作成。
１３）出井信夫「第３セクターの今日的課題―第３セクターの成功と失敗、その再生課題―」『都市政策　第１１３号』
（神戸都市問題研究所、２００３年１０月）５頁。
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第４章　アーネ・ボンフェナールの「わが国の第３セクター研究」
Ⅰ　世界各国における民営化の潮流と公民協力連携
１　世界各国の民営化の動向
近年、公共公益事業を推進するに際しては、国や自治体などの行政による事業の一層の効率化
が求められる一方、公共公益事業における民間企業的な事業推進や事業の民営化の潮流が顕著で
ある。このような状況において、「公民連携・協働」（ＰＰＰ：ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）と呼
ばれる概念は、公共サービスを提供する際に重要な概念であると位置づけられ注目されている。
２　民営化の概念
世界の主要国の民営化の動向については、テオ・ティーマイヤとガイ・クォーデンが、種々の
観点より議論している１）。
テオ・ティーマイヤは、経済問題としての国際比較を試みる「民営化」問題の意義について、
ＣＩＲＩＥＣ学術委員会の議論を通じ初めて明らかにした。「民営化」の概念は、各国の報告によれ
ば、すでに多様な意味に使われ、理論的分析の焦点は全く異なると認識されている。その理由に
ついては、各国の公共部門の範囲、構造、起源の相違によると同時に、政治とくに政党の勢力関
係によるものに起因すると考えられたことを踏まえ、ＣＩＲＩＥＣにおいて学問的討議として重視さ
れた「民営化」の概念は、次のように要約される。
①公有財産または個々の資産の民間人への移転（売却）、②私法に基づく法人形態への転換、③
民間人への個別の公共的供給責任の移転、機能的民営化、④公企業でも営利的経営という意味で
の民間企業の経営方針に転換すること、⑤公企業経営者の当事者能力の拡大、⑥法律の規定や政
府の指示からの解放という意味での非官僚化、⑦地理的意味ではなく、決定・企画・実施権の委
譲という一般的意味での非集中化、⑧公企業と民間企業の活動条件の均一化、⑨公共部門が供給
してきた分野での市場を用いた競争促進、⑩伝統的な「自然独占」論で擁護できる国有独占企業
の解体、⑪賃金や労働・雇用条件を民間並みの調整と公共部門労働者の「待遇の民営化」促進、
⑫公共サービスの性質と範囲の一方的削減、⑬「公的資源の民営化」、すなわち公共部門の生産的
資源の費用の一部しか支払わずに、公共の生産手段やサービス、ノウハウなどを民間営利企業が
使用すること。第３セクター型子会社での協力の形で、民間営利企業が研究成果を利用すること
はその一例である（逆に民間のノウハウを利用するケースもある）、⑭「公的収入の民営化」、こ
の過程は公共投資からの収入を私的利潤に転換する過程である。換言すれば、公共資本およびそ
れからの収入を民間が利用あるいは取得する過程と解釈できる。特に、第３セクター企業に対し
て公共投資者は民間出資者を優遇し、公共側が受け取るべき収益の一部を放棄また出資比率に照
らし過小な権利に甘んずる、という民間刺激策として認識されている。⑮民営化＝「非国有化」。
この非国有化の概念は、次のような意味をもつことがある。通信サービスなどの国有企業に対
し、国際的企業が経済的政治的に圧力を加える、公企業の外国市場での活動が、一段と活発化す
る、非国有化は外国人による株式や資産処分権の取得を意味していることもある。
第３セクターの概念と定義７０
３　欧米諸国における公民連携（ＰＰＰ）方式の動向
近年の欧米諸国におけるＰＰＰ方式の動向について、プロジェクト・サイクル・マネージメント
（ＰｒｏｊｅｃｔＣｙｃｌｅＭａｎａｇｅｍｅｎｔ）の観点より、澤井安勇は「新時代に向けたプロジエクトサイク
ル」について、その重要性や諸外国の例を詳解し、大要、次のように論述している２）。
近年、社会的な不透明感や閉塞感が高まる「危機の時代」と呼ばれる中で、「分権化」（
Ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉｚａｔｉｏｎ）や「民営化」（Ｐｒｉｖａｔｉｚａｔｉｏｍ）などのパラダイム・シフトが確実なトレンド
として進行し、社会経済環境は、従来型の「経済成長中心の開発」（ＥｃｏｎｏｍｉｃＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）
から、自然環境保護や地域の文化的要因などを重視した「人間中心の開発」（ＨｕｍａｎＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）
への流れが急速に強まる傾向にある。このように「文化成熟国家の建設」へ向けて、近年活動が
注目されるＮＰＯやＮＧＯなどの市民セクター（ＣｉｖｉｌＳｏｃｉｅｔｙ）の介在によって、持続可能な発展
の軌道に乗せる地域づくりの条件づくり、基盤づくりを整備することが国や自治体の重要課題で
あるとの認識を踏まえ、今後の公共開発の形態、内容、事業手法については、従来型の自治体に
よる公共事業方式から、新しい発想・タイプの第３セクター方式、ＰＦＩ方式、公営企業方式、
ＰＰＰ方式など「民活・公共併用複合型」の事業開発方式によって、公共公益事業やサービスの提
供の仕方・方法が求められるので、そのための努力と知恵と実行力の要求が必要である、と指摘
している。
イギリスでは、公共部門から民間部門へとリスク負担の転嫁によるＰＦＩ事業を公民協力連携
ＰＰＰ方式として、公共部門と民間部門の協調・協力連携関係の中で位置づける考え方が高まる傾
向にある。一方、アメリカでは、１９７０年代に都市開発・地域開発プロジェクトにおいて、ＰＰＤ
（ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ：公共民間開発）と呼ばれる概念、非営利開発組織（地域開発
協会、都市再開発局など）、市民活動に基礎を置く地域開発公社（ＣＤＣ：Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ-ｂａｓｅｄ
Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）など、わが国の第３セクターと類似した組織や事業体など多種多
様な形態が存在する。
また、アメリカのＣｉｔｙＭａｎａｇｅｒ（市政担当官）は、わが国における自治体の助役制度と類似
した制度であるが基本的に異なる。このＣｉｔｙＭａｎａｇｅｒ制度とは、行政学を修得した専門知識の
ある行政執行担当官が、都市開発や地域開発関連分野のプロジェクトの計画立案・実施に関して、
計画の立案作成から所要資金の調達に至るまで、総合的・効率的にプロデュースするというユ
ニークな制度である。その意味では、「都市経営・都市開発プロジェクトの経営管理者」と位置づ
けられる。これは、一般に企業の経営幹部にＭＢＡ（経営学修士：ＭａｓｔｅｒｏｆＢｕｓｉｎｅｓｓ
Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ）の取得者が迎えられ、理論と専門知識に裏付けられた即戦力の発揮が期待さ
れているのと同様に、行政機関においても、優れたＣｉｔｙｍａｎａｇｅｒの養成コースである行政学
修士（Ｐｕｂｌｉｃａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ）の取得者が自治体の幹部職員に迎えられ、豊富な専門知識や実
務能力を基礎に行政手腕を発揮することが期待されているという制度である。
このような制度は、わが国にはない異なる制度環境である。
このような欧米諸国の「公民連携・協働」（ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の状況に対して、
わが国でも、ＵＮＯＰ「国連開発計画」の都市環境プロジェクトのホームページに図示されるよう
な政府、民間企業、コミュニティ、ＮＧＯ、大学等の研究組織など、新たな公民協力連携の構築を
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図る必要がある、と澤井は指摘している。　　
このように、地域の公共事業の推進やサービスの提供を進めるにあたっては、従来のような
「トップダウン型」ではなく、地域住民の参画を前提にした「ボトムアップ型」の「計画立案・
政策決定システム」「事業評価システム」「事業管理システム」が要請される状況にあると認識さ
れ、このような状況に対処する方法としては、現在民間企業などで実施されている「ＢＰＲ」
「ＢｕｓｉｎｅｓｓＰｒｏｃｅｓｓ　Ｒｅｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）に対応して、自治体の行財政運営においても「ＰＡＲ」
「行財政エンジニアリング：ＰｕｂｌｉｃＡｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎＲｅｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ」の考え方の導入が必要で
ある、という指摘は正鵠を得たものである３）（図４－１参照）。
図４－１　情報化時代のプロジェクト・サイクル・マネージメント
出所：澤井安勇「新時代に向けたプロジェクトサイクル」『地域経営の革新と創造』（透土社／丸
善、２０００年）５５頁。
Ⅱ　ボンフェナールの「公民連携」概念とわが国のＰＰＰ・第３セクター研究の成果
ボンフェナールは、「公民連携・協働」（ＰＰＰ：Ｐｕｂｌｉｃ　Ｐｒｉｖａｔｅ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の概念につい
て、種々の観点より研究している。
イギリス・アメリカ、ドイツ、日本の３つの経済モデルの比較について、とりわけ、わが国の公
民協力連携・協働（ＰＰＰ）方式である第３セクター方式に焦点をあて、「イギリス・アメリカ、ド
イツ、日本における経済モデルの比較と企業統治」「公民協力連携の概念」「日本における公民連携
方式としての第３セクターの研究とその事例分析」「研究結果より得られた成果と今後の展望」など
の観点より、公民連携の定義、日本の事例研究、課題と今後の展望について、多くの研究事例を踏
まえて論証している。
本節では、ボンフェナールの研究のポイントについて、考察する４）。
第３セクターの概念と定義７２
１　英米、ドイツ、日本における経済モデルの比較と企業統治
ボンフェナールは、英米、ドイツ、日本における経済モデルの比較と企業統治について、①資
本主義モデルの相違、②評価軸としての企業統治、③日本モデルの特徴の観点より、大要、次の
ように論述している５）。
　資本主義モデルの相違
ボンフェナールは、「経済モデルと企業統治」について、特にイギリス・アメリカ、ドイツ
（ラインラント：ドイツライン川流域地域）、日本の３つの経済モデルとその関係を比較して、
日本モデルの特徴や公民連携・協働（ＰＰＰ）について詳細な事例研究を行っている。
ボンフェナールは、これまでの研究を踏まえ、「イギリス・アメリカ」「ドイツ」「日本」の３
つの主要な資本主義モデルの相違について、「接近法」「価値の焦点」「税金」「責任」「環境」
「株主の財務制度」「法人主義の状況」「福祉／医療介護」の観点より比較している。
このモデルによれば、ドイツと日本のモデルについては共通性が多いのに対して、イギリス・
アメリカのモデルとは相違することを明らかにした上で、公民協力連携（ＰＰＰ）については多
種多様な形態があるので必ずしも明確とはいえない、と指摘している。
他方、アメリカにおける民間部門は慈愛に溢れた創造的な公民協力連携の活動的な「市民精
神」を発揮する協力者の役割を担っているのに対して、日本の公的部門は圧倒的にリーダーと
しての役割を果たしている。その意味では、ドイツと日本モデルは「内部環境に適応した」も
のとみなされる一方で、アメリカモデルは「外部または市場環境に適応した」ものとみなされ
るが、この両者の異なるシステムについてはそれぞれ一長一短がある、と指摘している。
　評価軸としての企業統治
ボンフェナールは、Ｄ．マックナミーの企業統治ループに関するモデルに注目して６）、それ
に基づいて作成した図４－２を用いて、「統治ループと調整ループ」の間の関係について分析し
ている７）。そのモデルにおいては、「経営者」「スタッフ」「顧客」の３つのグループにおける相
互依存関係から出発している。経営者、スタッフ、顧客の相互依存関係にあるこのグループは、
さらに、次のような大きな循環過程に影響を及ぼすという循環の流れである。この循環の過程
においては、「株主／オーナー」「地域社会（コミュニティ）」「政府／規制者」「監査役」「ユニ
オン」「金融業者」「供給者」が、それぞれ個別の「輪」（ループ）を持つと同時に、「主要な輪」
（メインループ）の中で、それぞれフィードバック・ループが作用し、相互に影響しあう関係
が生ずると、考察している。
　日本モデルの特徴
第２次大戦後の日本モデルの特徴については、①企業の系列関係、②企業同士による株の持
ち合い制度、③メインバンク制度の観点より論及されている。結論として、日本における公民
協力連携は、政府によって承認されたカルテル組織を通じて、市場に影響を与える大企業グ
ループや０．４の存在が大きい。また株の持ち合は系列だけでなく、企業のグループ化も促進す
る。この過程において銀行は、融資や助言活動などを通じ重要な役割を果たしている、とボン
フェナールは指摘している。
新潟産業大学経済学部紀要　第３０号 ７３
図４－２　ダイナミックな統治ループと調整ループ
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，	
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，
ＮｅｔｈｅｒｌａｎｓＧｅｏｇｒａｐｈｉｃａｌＳｔｕｄｉｅｓ２８２，２００１，Ｕｔｒｅｃｈｔ．ｐ．３９．
２　「公民連携」の定義
ボンフェナールは、「公民連携」の定義について、①公民連携の状況、②公民連携の形成、③公
民協力連携の定義、④公民協力連携の議論において考慮すべき点、⑤利益の範囲の検討視点の観
点より、大要、次のように論述している８）。
　公民連携の状況
公民連携については、「利害の対立（株所有者と利害関係者の対立）」「競争」「リスク負担」
に関連した問題として、企業統治の問題と同様に注目し分析している。この企業（ベンチャー）
については、公的部門と民間部門における目標また投資対象にふさわしい企業である、認識し
ている。
日本における公民連携の例としては、金田昌司（１９８７）は佐渡と本州を連絡する佐渡汽船を
あげている９）。
一方、アメリカ型の協力連携とイギリス型の協力連携がある。イギリスの公民連携の例につ
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いては、ロンドンドック開発公社（ＬＤＤＣ）や都市開発公社（ＵＤＣ）がよく知られる。　
このように各国における公民連携は多種多様な形態で設立されていることを踏まえ、ボン
フェナールは、２１世紀は公民連携方式が本格的に導入される、と強く認識している。
　公民連携の形成
公民連携は、「政府」「営利企業」「非営利企業」の三者により構成され、次の４つ、すなわ
ち、①公共部門と民間部門、②公共部門と非営利企業、③公共部門と非営利企業と民間部門、
④非営利企業と民間部門の組合せにより形成される（第１章の図１－２１０）参照）。
図中「１」の領域は、公共部門と民間部門による結合で、一般にみられる公民協力連携のケー
スである。図中の「３」の領域は、公共部門と非営利企業と民間部門の三者により結合され、
日本の住宅都市整備公団（ＨＵＤＣ）の例がある、と指摘している。ただし、他の領域は厳密に
いえば現実的にはほとんどない。その理由について、基本的に実際に活動を行っている非営利
企業が少ないことによる。
このように非営利企業の関係については、概念的に追加された三つの部門により代替される
が、日本における第３セクターは、公共部門、非営利企業、民間部門により構成された公民協
力連携の主体とみなされる点が相違している点であることに留意する必要がある、と指摘して
いる。
　公民協力連携の定義
「公民協力連携」の概念については、公共関係者と民間関係者の両者間において、多様な相
互作用関係や開発プロジェクトの公共民間の所有権利の方法とその構造に関する有力な適用方
法の観点より注目されている。
一方、ドイツ政府においては、公民連携は、次のような広範な観点から議論されている。す
なわち、①議決の権利と費用・負担の配分、②共通財の達成に向けての目標、③社会性と営利
性の両者の観点から固有の特性、④関係する分野においてそれぞれの主体性と責任の維持の観
点からである。このような観点より、公民連携の定義が限定して用いられる理由は次の２点に
ある、と指摘している。
第１の点は、公共部門と民間部門の両者が利害の対立する企業に資本参加する場合は、競争
とリスク負担が自動的に出現する。また第２の点は、これらの議論が適切に扱われない場合
に、再編され許容された債務として追加的な資金が要請されることになれば、公共部門関係に
対し強い影響を持つという点が示唆されている。
　公民協力連携の議論において考慮すべき点
今後の公民連携問題において議論されるべき点については、次のような観点、すなわち、①
連携において考慮すべき観点、②公民連携の条件、③公民連携におけるメリットとデメリット
などの観点からの検討が必要であると、次のような検討項目をあげている。
　協力連携において考慮すべき観点については、「公的部門」では、①公平な供給、②低利
で自由な貸付金金利の活用、③大規模プロジェクト、④ノウハウ（経営の実行可能性分
析）、⑤財務構造、⑥リスクの配分と軽減、⑦管理、⑧運営、⑨商業開発、⑩費用の削
減、⑪その他の要因などの観点をあげている。一方「民間部門」においては、①営利的
収益性のあるプロジェクトの直接間接の利用、②低利で自由な貸付金金利の利用、③信
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用の増進、利害関係者との良好な関係（例えば、地域、組合、環境保護主義者など）、低
い公共性の外見上の維持とイメージの向上の両者の実現可能性、土地供給、税のインセ
ンティブ、④ノウハウ（計画づくりの手順）、⑤計画づくりのプロセスの迅速な能力、⑥
その他の要因などの観点からの検討が必要であると指摘している。
　公民協力連携の条件については、「初期条件」としては、相互依存、共通の立場、明確な
目標、契約水準の高さ、ネットワークの存在、斡旋者の存在、基本的な市民財団の観点
があげられる。一方「適応されたプロセスの条件」としては、相互の責任、相互の認識、
相互の感性と配慮、明確に記録された目標と戦略、明確に記録されたコスト、リスクお
よび収益区分、明確に記録された責任と権利プロジェクトの段階、規制と対立（事前に
規制と対立を規定）、合法性、第３の構成員に関係する利益と権利の保護、民主主義原理
にしたがって支持と抑制の適切な手段、ビジネスとマーケットに適応した発想と行動、
公民協力連携に関連した構成員内の内部提携、適切なプロジェクト組織などの観点が必
要であるとしている。
　公民協力連携におけるメリットとデメリットについては、「メリット」については、公共
目的の遂行、公的資源と民間資源の効率的な利用、正確な目標の融合性とコストの一体
化、所有と経営の分離、事業の認知性と信頼性の増加、改善された相互の合意形成の観
点があげられる。
一方、「デメリット」については、強い管理と必要な規制、政治的な事業の可能性、汚職
と贈賄のより多くの機会、プロジェクト上で一致する公共の共通的性質は少ない、資源
の機会費用、経営に関する意見の相違、不明瞭な構成員の清算状態、共通の認識の困難
性、独占状態における価格値上げ、時間の浪費、柔軟性の欠如、割高な取引費用、有利
性・不利性の軽視（公共部門から不利益な団体への補助金ではない）などの点をあげて
いる。
　利益の範囲の検討視点
公民協力連携の活動利用領域は、極めて広い。経済開発、都市開発、文化・レクリェーショ
ン施設整備、廃棄物の収集や道路の維持管理などに関する公共サービスの提供など、広範な事
業分野に及ぶことは、改めていうまでもない。
都市開発や地域開発プロジェクトでは、図４－３に示すように、公共と民間の利害関係、す
なわち公益性と収益性の相反する領域が存在する。「図の領域ｂ」は、公益性は低いが収益性は
高い領域である。理論的には、公共または民間または公共と民間が一体的ないずれかの方法で
経営される企業形態で、公益性と収益性の程度により分類される。例えば、造船業、自動車産
業、ビル賃貸業のように、確実に収益が見込める民間部門である。
一方、公共部門では、インフラ整備や安定的な政策や法律環境のように基本的に必要な公共
サービスを提供するかぎり、その過程で追加的な政府の関与が必要となることはないことか
ら、公民協力連携は多くないと考えられる。
また「領域ａ」のように、公益性が低く収益性が低い場合には、活動主体は制限される。「領
域ｃ」は、教育、国防、医療、道路や公園の維持管理などのように、公益性は高いが収益性は
低い領域である。これらの分野は、実際に仕事の大部分は民間部門が下請として実行される
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が、公共部門が自ら責任機関として主導的に活動する分野として期待されている。「領域ｄ」は、
鉄道、空港、通信、大規模都市開発プロジェクトなどのように公益性も収益性も高い領域であ
る。
　
図４－３　公益性と収益性
注：Ｉｓｉｇａｗａ，ｋ．（１９９５）；ＮｅｗＡｐｐｒｏｃｈｅｓｔｏＰｕｂｌｉｃ‐ＰｒｉｖａｔｅＰｒｏｊｅｃｔｓｉｎＪａｐａｎ．ＮＲＩ
Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ，　Ｗｉｎｔｅｓ，№４におけるＤｏｎａｈｕｅによる作図である。
出所：Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．５９．
３　わが国の公民連携・第３セクターの研究
ボンフェナールは、わが国の公民連携・第３セクターの研究について、①日本における国土開
発の経緯、②日本における公民協力連携の概要、③第３セクターの分析とその事例研究の観点よ
り、大要、次のように論述している１１）。
　日本における国土開発の経緯
第２次世界大戦後、日本では国土開発政策が段階的に体系化された（Ａｌｄｅｎ１９８４）。１９５０年
に、全国総合開発計画法が２０世紀の全国開発計画また多数の他の計画の基礎として規定され策
定された。
また、１９５５年に首都圏整備計画、１９６３年に近畿圏整備計画、１９６６年に中部圏整備計画が相継
いで作成され、１９６８年に第２次、１９７６年に第３次開発計画が作成された。
その後、池田内閣では「所得倍増計画」が１９６０年に提案された。１９６２年に第１次全国総合開
発計画が引き続き採択された。実際に、１９６０年から１９７０年の間に、ＧＮＰは２．７６倍になった。
１９６０年は日本の４４県のうち３０県は、一人当たりの所得は東京の所得の半分にも満たなかった
が、１９７０年にはその数は１３県にまで低下した。その意味では成功した面もあるが、東京の経済
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活動の過度な集中化を防止という観点からみると失敗であった。
一方、１９６９年に提案された新全国総合開発計画では、環境問題に焦点があてられ、開発され
た独立した経済のネットワークが想定された。１９７７年の第３次全国総合開発計画では、土地利
用と国土開発の均衡が求められた。１９８７年の第４次全国総合開発計画では、「東京の一極集中
化の是正」が求められた。また１９９８年に第５次全国総合開発計画は内閣で承認されたが、１９９８
～１９９９年の準備段階で全国総合開発審議会は国内需要を増加させる一つ方法として、国際空港
と４つの「回廊」（国土軸）、すなわち、東海道メガロポリス、東京―仙台―北海道、日本海、
北海道―沖縄が提案された。
また、国有企業の民営化や大規模社会資本プロジェクトの財源確保においては、ＢＯＴ
（ＢｕｉｌｄＯｐｅｒａｔｅＴｒａｎｓｆｅｒ）やＢＯＯ（ＢｕｉｌｄＯｗｎＯｐｅｒａｔｅ）方式による実施が提案された、
と指摘している。
　日本における公民協力連携の概要
日本の公民協力連携は、公共部門は第１セクターと、民間部門は第２セクターとして捉えら
れ、第３を意味する「第３セクター」が公民協力連携の同じ意味で用いられている。その協力
連携は、アメリカやヨーロッパと同様に、公共部門と民間部門が株所有を共有して統合された
法人形態を採る。このような協力連携に適う初めての法人として、新潟と佐渡島を結ぶ会社に
新潟県と民間企業が各 ５々０％出資して１９１３年に設立された佐渡汽船があげられる。
金田昌司ら（１９８９）によれば１２）、戦後の公民連携の数は経済成長に伴い触発され急速に増加
した。１９５５年以前の自治体の多くは、工業開発の促進が目的であったが、１９５５年から１９７５年の
間においては、大部分の公共部門は資金の不足のため、地域開発、都市開発、住宅整備、観光
産業においていくつかの連携がみられる。公共部門の関わり方としては、都市計画、地域開発、
住宅開発において高い公共利益をもたらすことが期待された。その目的は、都市計画の指導権
を確保すると同時に、「市場に基づく資金」の確保にある。日本におけるプロジェクトの重視
は、「問題の解決」に関連づけられるというよりも、むしろ「機会」の創設に関連づけられた。
その点は、アメリカのプロジェクトの認識とは異なるものである、と認識されている。
１９７５年以降の一層多くの活動は、公共施設の経営や管理、開発行為と調査、情報の管理、技
術者の交流と訓練、産業振興、高齢者の雇用と福祉、都市と農村と漁村の交流のような公民協
力連携によって実施された。これらの活動においては、直接的に利益に関連づけられるのでは
なく、間接的に商業目的に役立ち社会的ニーズの調達にも役立つものである、と指摘している。
８０年代には、公共部門と民間部門は、広範な活動領域において協力連携の確立が促進された。
さらに金田昌司らによれば、次の７つのタイプが指摘されている。すなわち、「地域経済基盤
の改善」「都市経済基盤の改善」「観光・レクリェーション施設」「土地の再調整と再生化」「地
域産業の振興」「高度技術産業の開発」「環境と社会福祉」である。そして、この分類による自
治省の統計を分析している。
自治省の統計によれば、公民連携による総数は、１９６０年代後半から７０年代前半に着実に増加
し、１９７３年と１９７４年にピークに達した。この増加要因については、１９７２年土地開発に関する政
府の関わり方の在り方を目的とした法律が導入されたことによる。１９８９年までに新たな公民連
携数は、毎年１５０法人が設立された。１９８９年以降は、公民協力連携の増加数は毎年３００から４００法
第３セクターの概念と定義７８
人が設立されたが、その後の増加数は減少する傾向にある。
自治省の統計によれば、１９９６年１月１日現在、公企業および公民協力連携は９，３４４法人と推計
されている。このうち３，６８１法人は１００％自治体が出資していることから、公企業と考えられ
る。また民法に基づき設立される組織は、まさに営利法人ではない。この民法法人の２，６９２法
人を別途加える（３，６８１＋２，６９２＝６，３７３法人）。
したがって、２，９７１法人（９，３４４法人－６，３７３法人）は、営利的な公民連携であると考えられ
る、とボンフェナールは指摘している（表４－１参照）。
表４－１　日本における公企業と公民連携（１９９６年現在）
なお、ボンフェナールは、土地開発公社は民間出資があると認識されたようであるが、
これは正確ではない。土地開発公社は特別法人で、民間企業からの資本出資はない。また、
民法法人は営利法人ではないので、公民連携の法人としては除くとボンフェナールは考えられ
ているようであるが、この見解も必ずしも正確とはいえない。
しかしながら、わが国の研究者でさえも、これら地方公社・第３セクターに関する統計デー
タが正しく理解されないことが多い。したがって、ボンゲナールがこのように誤解されること
は致し方ないといえる。
　ボンフェナールは、このような観点を踏まえ、日本の公民連携について、次のように指摘
している。戦後の日本の都市計画の展開では、大規模プロジェクトによって経済開発が実施さ
れてきた。これはインフラ整備、住宅、オフィスに関しては、大変遅れていたという事実によ
る。一方、国内消費の増加に対する外国からの圧力は、大規模プロジェクト事業へ向けて大き
な刺激となった。１９８０年代の日本は、アメリカの公民連携の実例によって触発され、公民協力
連携活動の多くの異なる分野が実施された。
他方、これらのプロジェクト企業の経営意識の欠如によって、１９９９年に２７社、２０００年には少
なくとも３１法人が倒産したが、今後約３００法人の第３セクターが倒産の可能性がある、と指摘し
ている１３）。
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合計２５＜２５－５０５０－１００１００政　府企業類型　％
２７５３
１４０
４２１０
５４９
１５９３
４３
５６
１２３２
１６
４０６
１５２
３１
０
０
７２５
３１
６９９
２３３
３４
０
０
７３４
８６
１０５４
１４８
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　第３セクターの分析とその事例研究
ボンフェナールは、このような観点を踏まえ、わが国の公民協力連携の具体的な事例研究と
して、①東京ウォーターフロント株式会社、②東京情報センター株式会社、③東京ファッショ
ンタウン、④横浜みなとみらいＭＭ２１株式会社、⑤横浜パシフィコ、⑥東京湾岸高速株式会社、
⑦関西国際空港株式会社の７社の事例について調査研究を行っている。
これらの７つのそれぞれの事例ごとに、①プロジェクトおよび企業の紹介―開発結果の位置
づけ、②企業の性格―企業目的、設立年月日、株主構成、株主の動機・権利・状態、企業の業
績、③利益の対立、競争、リスク分担、④論評の４つの観点より論及している。
４　研究結果より得られた成果と今後の展望
ボンフェナールは、研究結果より得られた成果と今後の展望について、①事例研究にみる分析
結果、②大規模プロジェクトにおける２段階の政治的な意思決定、③公共主導プロジェクトにお
ける民間部門の関わり合い方、④日本における公民連携の今後の展望の観点より、大要、次のよ
うに論述している１４）。
　事例研究にみる分析結果
ボンフェナールは、わが国の公民協力連携について、具体的な事例研究の調査結果を通じて、
リスク負担、系列の関連、小規模企業の関わり合い方、リストラクチャリング、日常的なビジ
ネスにおける株主の関わり合い方および情報の問題と関連づけて、種々の観点より議論してい
る。また、研究の疑問点、仮説および調査結果の対立について種々の角度より検討した結果、
公民協力連携構造の典型例として図４－４のように模式図化している。
　大規模プロジェクトにおける２段階の政治的な意思決定
都市・地域開発の大規模プロジェクトは、時間がかかる計画過程で広範な問題がある。した
がって、大規模プロジェクトでは計画段階の不確実なものに対処するばかりではなく、実際の
建設段階および運営段階において対処する必要があるとして、このようなプロジェクトがなぜ
必要とされたのか、また検討段階における補助金の有無について、あるいはプロジェクトの総
費用の現在表示はどうかなどの観点より考察する必要がある、と指摘している。
またこの検討過程については、体系化された図４－５に示すような７つのステップを検討す
る必要がある、と指摘している。すなわち、第１段階としては、①プロジェクトの考え方は公
共部門、民間部門、利害関係者により立案される。プロジェクトの考え方は政治的に決定され
る。②第１の実行可能性指標が検討される。第２段階として（第１段階の政治的決定）、③プロ
ジェクトの考え方は徹底的に分析され採用される。この段階で補助金が決定され、プロジェク
ト総費用が表示されるが、その計算に必ずしも束縛されるわけではない。第３段階として、④
技術上の評価、計画上および営利的な実行可能性が作成される。⑤結果は公表され、プロジェ
クトの入札が準備される。第４段階として（第２段階の政治的決定）、⑥入札結果の評価は政治
的に承認（非承認）される。⑦承認されない場合にはプ
ロジェクト組織は解散し、承認される場合にはプロジェクトは組織化され、調整され、管理
され、監視される。
第３セクターの概念と定義８０
　公共主導プロジェクトにおける民間部門の関わり合い方
公民連携に対する統治構造における３つの重要な誤謬については、次の点があげられる。す
なわち、①公民協力連携の初期段階における競争的環境の欠如は、プロジェクト遂行の間も同
様に生ずる。②投資、建設および運営の間における株主間の利害関係の対立は、株主による事
業提供の代わりの負担と考えて計画する。③本来的なリスク負担の欠如、特に株主が法人に関
係していた場合には公民協力連携法人に対して事業を提供する。
また図４－６は、公共主導プロジェクトにおける民間部門との関わり合い方における関係性
について図示したものである。
民間部門との関わり合い方は、次のステップを考慮して体系化される。①市場の評価は大規
模社会資本プロジェクトに対し、第１の政治的決定に向かう過程で評価する。②第１の政治的
決定のため、プロジェクトは提案の趣旨により市場に提供され採用される。③提案の成果は少
しでも補助金の必要要件を知るため政治的な競争の場で分析される。したがって、次の３つの
シナリオの可能性がある。すなわち、①提案は容認されるのでプロジェクトは民間部門によっ
て遂行される。②提案成果は否認されるので公共部門がプロジェクトを引き継ぐ。③提案は容
認されないのでプロジェクトは中止される。
図４－４　日本型公民連携の構造
出所：Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．１３４．
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図４－５　大規模プロジェクトにおける二段階の政策的意思決定過程
出所：Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．１４５．
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図４－６　公共初期プロジェクトにおける民間セクター関与の概念モデル
出所：Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．１４８．
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　日本における公民連携の今後の展望
第２次世界大戦以降、日本は地域開発に努めてきたため、東京首都圏地域の機能の過度の集
中をもたらした。地域開発によって、多数の高速道路、鉄道、橋梁、トンネルと遠隔地域の科
学都市の建設が促進された。同時に、関東、関西、中部の中心地域では多数のプロジェクトが
実施されたが、各省庁、都道府県、市町村等の政府機関は相互に関連したプロジェクトを実施
することはできなかった。
そこで関東地域の４つの主要な地域では、政府は重複された会議施設や展示施設の債務を支
援したが、建設産業の間において類似した協力連携によって、費用のかかるプロジェクトは厳
密な費用・便益分析をせずに建設される可能性があることを、各省や政治家は容認してきた。　
首都機能の移転については、利害関係の観点より、これまで首都を除き多くの機会で提案さ
れてきた。また大規模プロジェクトの推進は、国際的および国内的な圧力により、国内需要を
増加する目的としては好都合であった。日本の大規模銀行や大蔵省による行政の判断と緩い規
制の結果により、不確実なプロジェクトの推進に利用され、公民協力連携が実施された。関東
地域においては、競合する都市開発プロジェクトに対するさまざまな批判的な意見は軽視された。
公共部門（国、都道府県および市町村自治体）においては、プロジェクトと第３セクター企
業に対して責任があったが、リスクの負担は関係自治体間において不均衡であった。重大な実
行可能性の分析問題を引き受けるのに比べ、民間部門に対する動機づけの結果としては、不十
分でしかも分析は標準にまで達していなかった。
その検討過程においては、プロジェクトや技術により動かされたというよりは、むしろ市場
により動かされたといえる。低下する傾向にあった公民連携に対する風潮の中で、１９９５年以降
日本政府は代替案を展開するために努力してきた。
５　ボンフェナールの研究成果とその評価
ボンフェナールは、「公民連携」（ＰＰＰ：ＰｕｂｌｉｃＰｒｉｖａｔｅＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ）の概念について、わが
国における公民協力連携について、主として、わが国の第３セクター方式に焦点をあて、種々の
観点より分析されている。
その研究成果については、わが国の第３セクターの特長点を把握すると同時に、その問題点と
課題の整理分析を踏まえ、今後の在り方について言及している。地方公社と第３セクターの関係
性や設立状況についての理解などの点では一部誤解もみられる箇所もみられるが、この点はわが
国の研究者においても大きな誤解があることを考慮すれば致し方ないことである。
しかしながら、前述したような観点より問題点が指摘され、いくつかの点で有益な示唆が示さ
れている点については、高く評価されるべきである。
ボンフェナールが強調しているように、２１世紀は、公民協力連携（ＰＰＰ）方式が本格的に導入
されると考えられるが、事業目的や事業内容によって、公民協力連携の方法や形態について、
種々の観点より検討する必要がある。とりわけ、ボンフェナールが指摘するように、次のような
観点、すなわち、民間部門に対する明確な動機づけ、公共部門と民間部門による利害関係の調整、
公共部門と民間部門の役割分担・機能分担の明確化、費用のかかるプロジェクトの厳密な費用・
便益分析の実施などが十分に行なわれる必要がある。
第３セクターの概念と定義８４
（注）
１）Ｔｈｅｏ，Ｔｈｉｅｍｅｙｅｒ（１９８６．６）	
，，	
	
．	
	

	
―	
	，	
－	
，ＣＩＲＩＥＣ，ｐｐ．１４２－１４７．
（尾上久雄他編訳『民営化の世界的潮流』御茶の水書房，１９８７年１２月，１８－２３頁）。
２）澤井安勇「新時代に向けたプロジエクトサイクル」『地域経営の革新と創造』（第３セクター研究学会編、透土社
／丸善、２０００年５月）４５－５４頁。
３）上掲書，６５頁。
４）Ａｒｎｅ Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，	

	
，	
，Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｓ Ｇｅｏｇｒａ
ｐｈｉｃａｌ Ｓｔｕｄｉｅｓ ２８２，２００１，Ｕｔｒｅｃｈｔ．
５）．，ｐｐ．３０－４８．　
６）Ｄ．ＭｃＮａｍｅｅ（１９８８），	
	；	

，
ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｍｃ２ ｃｏｎｓｕｔｉｎｇ．ｃｏｍ/ｇｏｒｐａｇｅ，ｈｔｍ．
７）Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．３９．
８）Ｉｂｉｄ．，ｐｐ．４９‐６５．
９）金田昌司「２１世紀への街づくりと第三セクターの役割」『地方財務』ぎょうせい，第４０３号，１９８７年，１７１頁。　　
１０）Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐ．５１．
１１）Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐｐ．６６－１３１．
１２）Ｍ．Ｋａｎｅｄａ，Ｓ．Ｍｏｔａｉ，Ｔ．Ｉｓｉｋａｗａ，Ｈ．Ｔａｋｅｍｕｒａ，Ｔｈｅ Ｒｏｌｅ ｏｆ ｔｈｅ ｊｏｉｎｔ Ｖｅｎｔｕｒｅ ｏｆ Ｌｏｃａｌ Ｇｏｖｅｒｎｍ
ｅｎｔ ａｎｄ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ（ “Ｄｉｓａｎ Ｓｅｃｔｏｒ” ） ｉｎ Ｊａｐａｎｅｓｅ Ｒｅｇｉｏｎａｌ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ，Ｇｕｎｍａｈｏｕｓｅｎ Ｋｉｙｏｕ，№
２，１９８９，ｐｐ．１－３５．
１３）	
（２０００），１２－４，Ｐｕｂｌｉｃ‐ｐｒｉｖａｔｅ ｃｏｍｐａｎｉｅｓ ｆｅｔｔｅｒｅｄ ｂｙ ｃｕｍｕｌａｔｉｖｅ　ｌｏｓｓｅｓ．
１４）Ａ．Ｂｏｎｇｅｎａａｒ，．，ｐｐ．１３２－１５０．
新潟産業大学経済学部紀要　第３０号 ８５

